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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対し、（Ｂ）熱可塑性ポリエステル樹脂
以外の樹脂１～１００重量部、（Ｃ）難燃剤１～１００重量部、（Ｄ）３つ以上の官能基
を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含み、１官能基当たりのアルキレンオキシド
単位数が０．５～２．３である多価アルコール化合物０．０１～１０重量部および（Ｅ）
繊維強化材１～１５０重量部を配合してなる難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物。
【請求項２】
（Ｃ）難燃剤がリン系難燃剤、窒素化合物系難燃剤、臭素系難燃剤、塩素系難燃剤、シリ
コーン系難燃剤、その他の無機系難燃剤およびフェノール樹脂から選ばれる一種以上の難
燃剤である請求項１に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物。
【請求項３】
（Ｂ）熱可塑性ポリエステル樹脂以外の樹脂が非晶性熱可塑性樹脂の芳香族ポリカーボネ
ート樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂およびビニル系樹脂から選ばれる一種以上の熱可
塑性樹脂である請求項１または２に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物。
【請求項４】
（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂が、ポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンテレフ
タレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートおよびポリシクロ
ヘキサンジメチレンテレフタレートから選ばれる一種以上の芳香族ポリエステル樹脂であ
る請求項１～３のいずれかに記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物。
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【請求項５】
さらに、（Ｈ）フッ素系化合物を０．０５～１０重量部配合してなる請求項１～４のいず
れか１項に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物。
【請求項６】
さらに、（Ｇ）アルカリ土類金属化合物を０．１～１０重量部配合してなる請求項１～５
のいずれか１項に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物。
【請求項７】
さらに、（Ｆ）エポキシ化合物を０．１～１０重量部配合してなる請求項１～６のいずれ
か１項に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物。
【請求項８】
ビニル系樹脂がエポキシ化ビニル系樹脂である請求項３に記載の難燃性熱可塑性ポリエス
テル樹脂組成物。
【請求項９】
（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂のカルボキシル末端基量が５０ｅｑ／ｔ以下である請求
項１～８のいずれか１項に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物。
【請求項１０】
請求項１～９のいずれか１項に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物からなる機
械機構部品、電気電子部品および自動車部品から選ばれた成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物であり、射出成形時の流動性、機械
特性および難燃性に優れ、また、高温雰囲気下においてもブリードアウトが発生し難く、
また、繊維強化材を配合した場合の課題であるソリや歪みの原因となる異方性に優れ、機
械機構部品、電気・電子部品、および自動車部品として有用な成形品に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　芳香族ポリエステル樹脂は、その優れた機械物性などの諸特性を生かし、機械機構部品
、電気・電子部品、自動車部品などの幅広い分野に利用されている。
【０００３】
　芳香族ポリエステル樹脂は本質的に可燃性であるため、機械機構部品、電気・電子部品
、自動車部品などの工業用材料として使用するには一般の化学的、物理的諸特性のバラン
ス以外に火炎に対する安全性、すなわち難燃性が要求され、ＵＬ－９４規格のＶ－０を示
す高度な難燃性が必要とされる場合が多い。
【０００４】
　芳香族ポリエステル樹脂に難燃性を付与する方法としては、難燃剤としてハロゲン系有
機化合物、さらに難燃助剤としてアンチモン化合物を樹脂にコンパウンドする方法が一般
的であるが、難燃助剤のアンチモン化合物の影響により流動性が低下する課題があった。
【０００５】
　また、環境意識の高まりから、ハロゲン系難燃材料の環境に及ぼす影響を懸念する動き
がある。そこで、近年これらハロゲンを全く含まない非ハロゲン系難燃剤を用いることが
強く望まれるようになった。
【０００６】
　例えば、特許文献１には、非ハロゲン系難燃剤として、芳香族燐酸エステルとメラミン
シアヌレートを配合することが開示されているが、射出成形で得られた成形品は流動性に
劣るという課題があった。
【０００７】
　また、特許文献２には、芳香族燐酸エステルとメラミンシアヌレートに難燃性向上のた
めペンタエリスリトールなどの水酸基を有する化合物を配合することにより腐食性ガスと



(3) JP 5315683 B2 2013.10.16

10

20

30

40

50

黒鉛の抑制や成形時や長期使用時に昇華物や分解物が生じないという難燃性樹脂組成物が
開示されていたが、射出成形時の流動性については検討されていない。
【０００８】
　また、特許文献３には、熱可塑性ポリエステル、ポリフェニレンエーテルおよびポフェ
ニレンスルフィドの混合物に芳香族燐酸エステルとメラミンシアヌレートを配合すること
が開示されている。ポリフェニレンエーテルおよびポフェニレンスルフィド樹脂は熱可塑
性ポリエステル樹脂よりも難燃性に優れていることは知られており、熱可塑性ポリエステ
ルの難燃助剤として活用され、高度な難燃性が得られ、かつ加熱時のブリードアウトを防
止する作用があるが、ポリフェニレンエーテルおよびポフェニレンスルフィドの混合物は
流動性に劣る課題があった。また、芳香族ポリカーボネート樹脂を熱可塑性ポリエステル
に配合した場合も、前記と同じく難燃性には優れるが流動性に劣るという課題があった。
【特許文献１】特開平３－２８１６５２号公報（特許請求の範囲）
【特許文献２】特開平８－７３７１３号公報（特許請求の範囲）
【特許文献３】特許第３４８４８０３号公報（特許請求の範囲）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　つまり、高度な難燃性と機械特性を維持しながら、加熱してもブリードアウトが生じな
い成形品と優れた射出成形時の流動性に優れる難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物が
求められていた。
【００１０】
　また、ガラス繊維などの繊維強化材を配合した材料は、異方性（成形品の縦と横の成形
収縮率差）に課題があった。例えば、異方性の大きい薄肉の成形品の場合、成形品がソリ
や歪みのある成形品となる課題があり、ソリや歪みの原因となる異方性に優れる難燃性熱
可塑性ポリエステル樹脂組成物が求められていた。
【００１１】
　すなわち本発明は、高温雰囲気下においてもブリードアウトが発生し難く、また、繊維
強化材を配合した場合の課題であるソリや歪みの原因となる異方性に優れる樹脂組成物を
提供すること、および機械機構部品、電気・電子部品、および自動車部品に有用な成形品
を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　すなわち本発明は、
（１）（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対し、（Ｂ）熱可塑性ポリエステ
ル樹脂以外の樹脂１～１００重量部、（Ｃ）難燃剤１～１００重量部、（Ｄ）３つ以上の
官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含み、１官能基当たりのアルキレンオ
キシド単位数が０．５～２．３である多価アルコール化合物０．０１～１０重量部および
（Ｅ）繊維強化材１～１５０重量部を配合してなる難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成
物、
（２）（Ｃ）難燃剤がリン系難燃剤、窒素化合物系難燃剤、臭素系難燃剤、塩素系難燃剤
、シリコーン系難燃剤、その他の無機系難燃剤およびフェノール樹脂から選ばれる一種以
上の難燃剤である前記（１）に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物、
（３）（Ｂ）熱可塑性ポリエステル樹脂以外の樹脂が非晶性熱可塑性樹脂の芳香族ポリカ
ーボネート樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂およびビニル系樹脂から選ばれる一種以上
の熱可塑性樹脂からなる前記（１）または（２）に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹
脂組成物、
（４）（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂がポリブチレンテレフタレート、ポリエチレンテ
レフタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートおよびポリシ
クロヘキサンジメチレンテレフタレートから選ばれる一種以上の芳香族ポリエステル樹脂
である前記（１）～（３）のいずれかに記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物、
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（５）さらに、（Ｈ）フッ素系化合物を０．０５～１０重量部配合してなる前記（１）～
（４）のいずれかに記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物、
（６）さらに、（Ｇ）アルカリ土類金属化合物を０．１～１０重量部配合してなる前記（
１）～（５）のいずれかに記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物、
（７）さらに、（Ｆ）エポキシ化合物を０．１～１０重量部配合してなる前記（１）～（
６）のいずれかに記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物、
（８）ビニル系樹脂がエポキシ化ビニル系樹脂である前記（３）に記載の難燃性熱可塑性
ポリエステル樹脂組成物、
（９）（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂のカルボキシル末端基量が５０ｅｑ／ｔ以下であ
る前記（１）～（８）のいずれか１項に記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物、
（１０）前記（１）～（９）のいずれかに記載の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物
からなる機械機構部品、電気電子部品および自動車部品から選ばれた成形品である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明は、熱可塑性ポリエステル樹脂組成物は、高温雰囲気下においてもブリードアウ
トが発生し難く、射出成形時の流動性にすぐれ、また、繊維強化材を配合した場合の課題
であるソリや歪みの原因となる異方性に優れ、機械機構部品、電気・電子部品、および自
動車部品に有用な成形品である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明について詳細に説明する。
【００１５】
　本発明で使用する（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂とは、（イ）ジカルボン酸またはそ
のエステル形成性誘導体とジオールまたはそのエステル形成性誘導体、（ロ）ヒドロキシ
カルボン酸あるいはそのエステル形成性誘導体、（ハ）ラクトンから選択された一種以上
を主構造単位とする重合体または共重合体である。
【００１６】
　上記ジカルボン酸あるいはそのエステル形成性誘導体としては、テレフタル酸、イソフ
タル酸、フタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸
、ビス（ｐ－カルボキシフェニル）メタン、アントラセンジカルボン酸、４，４’－ジフ
ェニルエーテルジカルボン酸、５－テトラブチルホスホニウムイソフタル酸、５－ナトリ
ウムスルホイソフタル酸などの芳香族ジカルボン酸、シュウ酸、コハク酸、アジピン酸、
セバシン酸、アゼライン酸、ドデカンジオン酸、マロン酸、グルタル酸、ダイマー酸など
の脂肪族ジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロヘキサン
ジカルボン酸などの脂環式ジカルボン酸およびこれらのエステル形成性誘導体などが挙げ
られる。
【００１７】
　また、上記ジオールあるいはそのエステル形成性誘導体としては、炭素数２～２０の脂
肪族グリコールすなわち、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－ブタン
ジオール、ネオペンチルグリコール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオ
ール、デカメチレングリコール、シクロヘキサンジメタノール、シクロヘキサンジオール
、ダイマージオールなど、あるいは分子量２００～１０００００の長鎖グリコール、すな
わちポリエチレングリコール、ポリ－１，３－プロピレングリコール、ポリテトラメチレ
ングリコールなど、芳香族ジオキシ化合物すなわち、４，４’－ジヒドロキシビフェニル
、ハイドロキノン、ｔ－ブチルハイドロキノン、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＳ、
ビスフェノールＦおよびこれらのエステル形成性誘導体などが挙げられる。
【００１８】
　（イ）ジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導体とジオールまたはそのエステル形
成性誘導体を構造単位とする重合体または共重合体としては、ポリエチレンテレフタレー
ト、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリシクロヘキサン
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ジメチレンテレフタレート、ポリへキシレンテレフタレート、ポリエチレンイソフタレー
ト、ポリプロピレンイソフタレート、ポリブチレンイソフタレート、ポリシクロヘキサン
ジメチレンイソフタレート、ポリへキシレンイソフタレート、ポリエチレンナフタレート
、ポリプロピレンナフタレート、ポリブチレンナフタレート、ポリエチレンイソフタレー
ト／テレフタレート、ポリプロピレンイソフタレート／テレフタレート、ポリブチレンイ
ソフタレート／テレフタレート、ポリエチレンテレフタレート／ナフタレート、ポリプロ
ピレンテレフタレート／ナフタレート、ポリブチレンテレフタレート／ナフタレート、ポ
リブチレンテレフタレート／デカンジカルボキシレート、ポリエチレンテレフタレート／
シクロヘキサンジメチレンテレフタレート、ポリエチレンテレフタレート／５－ナトリウ
ムスルホイソフタレート、ポリプロピレンテレフタレート／５－ナトリウムスルホイソフ
タレート、ポリブチレンテレフタレート／５－ナトリウムスルホイソフタレート、ポリエ
チレンテレフタレート／ポリエチレングリコール、ポリプロピレンテレフタレート／ポリ
エチレングリコール、ポリブチレンテレフタレート／ポリエチレングリコール、ポリエチ
レンテレフタレート／ポリテトラメチレングリコール、ポリプロピレンテレフタレート／
ポリテトラメチレングリコール、ポリブチレンテレフタレート／ポリテトラメチレングリ
コール、ポリエチレンテレフタレート／イソフタレート／ポリテトラメチレングリコール
、ポリプロピレンテレフタレート／イソフタレート／ポリテトラメチレングリコール、ポ
リブチレンテレフタレート／イソフタレート／ポリテトラメチレングリコール、ポリエチ
レンテレフタレート／サクシネート、ポリプロピレンテレフタレート／サクシネート、ポ
リブチレンテレフタレート／サクシネート、ポリエチレンテレフタレート／アジペート、
ポリプロピレンテレフタレート／アジペート、ポリブチレンテレフタレート／アジペート
、ポリエチレンテレフタレート／セバケート、ポリプロピレンテレフタレート／セバケー
ト、ポリブチレンテレフタレート／セバケート、ポリエチレンテレフタレート／イソフタ
レート／アジペート、ポリプロピレンテレフタレート／イソフタレート／アジペート、ポ
リブチレンテレフタレート／イソフタレート／サクシネート、ポリブチレンテレフタレー
ト／イソフタレート／アジペート、ポリブチレンテレフタレート／イソフタレート／セバ
ケートなどの芳香族ポリエステル樹脂、ポリエチレンオキサレート、ポリプロピレンオキ
サレート、ポリブチレンオキサレート、ポリエチレンサクシネート、ポリプロピレンサク
シネート、ポリブチレンサクシネート、ポリエチレンアジペート、ポリプロピレンアジペ
ート、ポリブチレンアジペート、ポリネオペンチルグリコールアジペート、ポリエチレン
セバケート、ポリプロピレンセバケート、ポリブチレンセバケート、ポリエチレンサクシ
ネート／アジペート、ポリプロピレンサクシネート／アジペート、ポリブチレンサクシネ
ート／アジペートなどの脂肪族ポリエステル樹脂が挙げられる。
【００１９】
　また、上記ヒドロキシカルボン酸としては、グリコール酸、乳酸、ヒドロキシプロピオ
ン酸、ヒドロキシ酪酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキシ安息香酸
、ｐ－ヒドロキシ安息香酸、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸およびこれらのエステル形
成性誘導体などが挙げられ、（ロ）これらを構造単位とする重合体または共重合体として
は、ポリグリコール酸、ポリ乳酸、ポリグリコール酸／乳酸、ポリヒドロキシ酪酸／β－
ヒドロキシ酪酸／β－ヒドロキシ吉草酸などの脂肪族ポリエステル樹脂が挙げられる。
【００２０】
　また、上記ラクトンとしてはカプロラクトン、バレロラクトン、プロピオラクトン、ウ
ンデカラクトン、１，５－オキセパン－２－オンなどが挙げられ、（ハ）これらを構造単
位とする重合体または共重合体としては、ポリカプロラクトン、ポリバレロラクトン、ポ
リプロピオラクトン、ポリカプロラクトン／バレロラクトンなどが挙げられる。
【００２１】
　これらの中で、（イ）ジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導体とジオールまたは
そのエステル形成性誘導体を主構造単位とする重合体または共重合体が好ましく、芳香族
ジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導体と脂肪族ジオールまたはそのエステル形成
性誘導体を主構造単位とする重合体または共重合体がより好ましく、テレフタル酸または
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そのエステル形成性誘導体とエチレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオー
ルから選ばれる脂肪族ジオールまたはそのエステル形成性誘導体を主構造単位とする重合
体または共重合体がさらに好ましく、中でも、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピ
レンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリシクロヘキサンジメチレンテレ
フタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリプロピレンナフタレート、ポリブチレンナ
フタレート、ポリエチレンイソフタレート／テレフタレート、ポリプロピレンイソフタレ
ート／テレフタレート、ポリブチレンイソフタレート／テレフタレート、ポリエチレンテ
レフタレート／ナフタレート、ポリプロピレンテレフタレート／ナフタレート、ポリブチ
レンテレフタレート／ナフタレートなどの芳香族ポリエステル樹脂が特に好ましく、ポリ
ブチレンテレフタレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレンテレフタレート
、ポリエチレンナフタレートおよびポリシクロヘキサンジメチレンテレフタレートから選
ばれる一種以上の芳香族ポリエステル樹脂が最も好ましい。
【００２２】
　本発明において、上記（イ）ジカルボン酸またはそのエステル形成性誘導体とジオール
またはそのエステル形成性誘導体を主構造単位とする重合体または共重合体中の全ジカル
ボン酸に対するテレフタル酸またはそのエステル形成性誘導体の割合が３０モル％以上で
あることが好ましく、４０モル％以上であることがさらに好ましい。
【００２３】
　本発明において、熱可塑性ポリエステル樹脂として、溶融時に異方性を形成し得る液晶
性ポリエステルを用いても良い。液晶性ポリエステルの構造単位としては、芳香族オキシ
カルボニル単位、芳香族ジオキシ単位、芳香族および／または脂肪族ジカルボニル単位、
アルキレンジオキシ単位、芳香族イミノオキシ単位などが挙げられる
　また、本発明において、流動性、機械物性の点で、２種類以上のポリエステル樹脂を用
いることが好ましく、非液晶性ポリエステルと液晶性ポリエステルの組み合わせが特に好
ましい。
【００２４】
　本発明で用いる（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂のカルボキシル末端基量は、特に限定
されないが、流動性、耐加水分解性および耐熱性の点で、５０ｅｑ／ｔ以下であることが
好ましく、３０ｅｑ／ｔ以下であることがより好ましく、２０ｅｑ／ｔ以下であることが
さらに好ましく、１０ｅｑ／ｔ以下であることが特に好ましい。０ｅｑ／ｔであってもよ
い。なお、本発明において、（Ａ）熱可塑性樹脂のカルボキシル末端基量は、ｏ－クレゾ
ール／クロロホルム溶媒に溶解させた後、エタノール性水酸化カリウムで滴定し測定した
値である。
【００２５】
　本発明で用いる（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂のヒドロキシル末端基量は、特に限定
されないが、成形性および流動性の点で、５０ｅｑ／ｔ以上であることが好ましく、８０
ｅｑ／ｔ以上であることがより好ましく、１００ｅｑ／ｔ以上であることがさらに好まし
く、１２０ｅｑ／ｔ以上であることが特に好ましい。上限は、特に限定されないが、１８
０ｅｑ／ｔである。
【００２６】
　本発明で用いる（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂の粘度は、溶融混練が可能であれば特
に限定されないが、成形性の点で、ｏ－クロロフェノール溶液を２５℃で測定したときの
固有粘度が０．３６～１．６０ｄｌ／ｇの範囲であることが好ましく、０．５０～１．５
０ｄｌ／ｇの範囲であることがより好ましい。
【００２７】
　本発明で用いる（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂の分子量は、耐熱性の点で、重量平均
分子量（Ｍｗ）８０００を超え５０００００以下の範囲であることが好ましく、８０００
を超え３０００００以下の範囲であることがより好ましく、８０００を超え２５００００
以下の範囲であることがさらに好ましい。本発明において、ポリエステル樹脂のＭｗは、
溶媒としてヘキサフルオロイソプロパノールを用いたゲルパーミエーションクロマトグラ
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フィー（ＧＰＣ）で測定したポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）換算の値である。
【００２８】
　本発明で用いる（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂の製造方法は、特に限定されるもので
はなく、公知の重縮合法や開環重合法などにより製造することができ、バッチ重合および
連続重合のいずれでもよく、また、エステル交換反応および直接重合による反応のいずれ
でも適用することができるが、カルボキシル末端基量を少なくすることができ、かつ、流
動性向上効果が大きくなるという点で、連続重合が好ましく、コストの点で、直接重合が
好ましい。
【００２９】
　本発明で用いる（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂が、（イ）ジカルボン酸またはそのエ
ステル形成性誘導体とジオールまたはそのエステル形成性誘導体とを主成分とする縮合反
応により得られる重合体ないしは共重合体である場合には、ジカルボン酸またはそのエス
テル形成誘導体とジオールまたはそのエステル形成性誘導体とを、エステル化反応または
エステル交換反応し、次いで重縮合反応することにより製造することができる。なお、エ
ステル化反応またはエステル交換反応および重縮合反応を効果的に進めるために、これら
の反応時に重合反応触媒を添加することが好ましく、重合反応触媒の具体例としては、チ
タン酸のメチルエステル、テトラ－ｎ－プロピルエステル、テトラ－ｎ－ブチルエステル
、テトライソプロピルエステル、テトライソブチルエステル、テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル
エステル、シクロヘキシルエステル、フェニルエステル、ベンジルエステル、トリルエス
テル、あるいはこれらの混合エステルなどの有機チタン化合物、ジブチルスズオキシド、
メチルフェニルスズオキシド、テトラエチルスズ、ヘキサエチルジスズオキシド、シクロ
ヘキサヘキシルジスズオキシド、ジドデシルスズオキシド、トリエチルスズハイドロオキ
シド、トリフェニルスズハイドロオキシド、トリイソブチルスズアセテート、ジブチルス
ズジアセテート、ジフェニルスズジラウレート、モノブチルスズトリクロライド、ジブチ
ルスズジクロライド、トリブチルスズクロライド、ジブチルスズサルファイドおよびブチ
ルヒドロキシスズオキシド、メチルスタンノン酸、エチルスタンノン酸、ブチルスタンノ
ン酸などのアルキルスタンノン酸などのスズ化合物、ジルコニウムテトラ－ｎ－ブトキシ
ドなどのジルコニア化合物、三酸化アンチモン、酢酸アンチモンなどのアンチモン化合物
などが挙げられるが、これらの内でも有機チタン化合物およびスズ化合物が好ましく、さ
らに、チタン酸のテトラ－ｎ－プロピルエステル、テトラ－ｎ－ブチルエステルおよびテ
トライソプロピルエステルが好ましく、チタン酸のテトラ－ｎ－ブチルエステルが特に好
ましい。これらの重合反応触媒は、１種のみを用いてもよく、２種以上を併用することも
できる。重合反応触媒の添加量は、機械特性、成形性および色調の点で、（Ａ）熱可塑性
ポリエステル樹脂１００重量部に対して、０．００５～０．５重量部の範囲が好ましく、
０．０１～０．２重量部の範囲がより好ましい。
【００３０】
　本発明で使用する（Ｂ）熱可塑性ポリエステル樹脂以外の樹脂とは、熱可塑性ポリエス
テル樹脂以外の熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂のいずれも用い得るが、成形性の点から熱可
塑性ポリエステル樹脂以外の熱可塑性樹脂が好ましい。（Ｂ）熱可塑性ポリエステル樹脂
以外の樹脂の具体例としては、低密度ポリエチレン樹脂、高密度ポリエチレン樹脂、ポリ
プロピレン樹脂等のポリオレフィン系樹脂、液晶ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ビ
ニル系樹脂、ポリアセタール樹脂、ポリウレタン樹脂、芳香族および脂肪族ポリケトン樹
脂、ポリフェニレンスルフィド樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、ポリイミド樹脂
、熱可塑性澱粉樹脂、ポリウレタン樹脂、ＭＳ樹脂、芳香族ポリカーボネート樹脂、ポリ
アリレート樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、フェノキシ樹脂、ポリ
フェニレンエーテル樹脂、ポリ－４－メチルペンテン－１、ポリエーテルイミド樹脂、酢
酸セルロース樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、メラミン樹脂
、尿素樹脂などを挙げることができる。
【００３１】
　その他にはエチレン－プロピレン共重合体、エチレン－プロピレン－非共役ジエン共重
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合体、エチレン－ブテン－１共重合体、各種アクリルゴム、エチレン－アクリル酸共重合
体およびそのアルカリ金属塩（いわゆるアイオノマー）、エチレン－グリシジル（メタ）
アクリレート共重合体、エチレン－アクリル酸アルキルエステル共重合体（たとえば、エ
チレン－アクリル酸エチル共重合体、エチレン－アクリル酸ブチル共重合体）、酸変性エ
チレン－プロピレン共重合体、天然ゴム、チオコールゴム、多硫化ゴム、アクリルゴム、
ポリウレタンゴム、ポリエーテルゴム、エピクロロヒドリンゴムなども挙げられ、更に、
各種の架橋度を有するものや、各種のミクロ構造、例えばシス構造、トランス構造等を有
するもの、ビニル基などを有するもの、或いは各種の平均粒径（樹脂組成物中における）
を有するものや、コア層とそれを覆う１以上のシェル層から構成され、また隣接し合った
層が異種の重合体から構成されるいわゆるコアシェルゴムと呼ばれる多層構造重合体など
も使用することができ、さらにシリコーン化合物を含有したコアシェルゴムも使用するこ
とができる。
【００３２】
　また、上記具体例に挙げた各種の（共）重合体は、ランダム共重合体、ブロック共重合
体およびグラフト共重合体などのいずれであっても用いることができ、１種で用いても、
２種以上併用して用いてもかまわない。
【００３３】
　上記（Ｂ）熱可塑性ポリエステル樹脂以外の樹脂の中では、特性の改善効果が高いこと
から、ポリアミド樹脂、ビニル系樹脂、ポリウレタン樹脂、芳香族ポリケトン樹脂、ポリ
フェニレンスルフィド樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、芳香族ポリカーボネート
樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、フェノキシ
樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂、ポリエーテルイミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、
ポリアセタール樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、尿素樹脂、シリコーン化合物含有コアシ
ェルゴムが好ましく、中でも、芳香族ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンエーテル樹
脂、およびビニル系樹脂の非晶性の熱可塑性樹脂が特に好ましく、１種以上で用いられる
。前記の特に好ましい、非晶性熱可塑性樹脂の芳香族ポリカーボネート樹脂、ポリフェニ
レンエーテル樹脂およびビニル系樹脂は、結晶構造を持たない非晶性の熱可塑性樹脂であ
り、成形品中から液状物が留出するブリードアウト現象を防止する効果がある。また、ポ
リエーテルイミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリエーテルスル
ホン樹脂およびポリスルホン樹脂などの非晶性熱可塑性樹脂も同様な効果が期待でき、１
種以上を併用しても良い。
【００３４】
　（Ｂ）熱可塑性ポリエステル樹脂以外の樹脂の配合量は、機械特性やブリードアウト防
止効果の観点から、（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対し、１～１００重
量部、好ましくは２～８０重量部、より好ましくは３～６０重量部である。
【００３５】
　前記の芳香族ポリカーボネート樹脂としては、芳香族二価フェノール系化合物とホスゲ
ン、または炭酸ジエステルとを反応させることにより得られる芳香族ホモまたはコポリカ
ーボネートが挙げられる。該芳香族ホモまたはコポリカーボネート樹脂は、重量平均分子
量が、１００００～１１０００００の範囲のものであり、ガラス転移温度が約１５０℃、
重量平均分子量が１００００～１００００００の範囲であれば、重量平均分子量の異なる
ポリカーボネート樹脂を併用しても良い。重量平均分子量６００００～１１０００００の
範囲の芳香族ポリカーボネート樹脂がとくに好ましく用いられる。重量平均分子量とは、
溶媒にテトラヒドロフランを用い、ゲル透過クロマトグラフィーにより、ポリスチレン換
算で測定して得られるものであり、重量平均分子量が１００００以下では、本発明の優れ
た機械特性が損なわれるため好ましくなく、重量平均分子量が１１００００以上では、成
形時の流動性が損なわれるため好ましくない。
【００３６】
　また、３００℃の温度で荷重１．２ｋｇの条件でＡＳＴＭ Ｄ１２３８に準じてメルト
インデキサーで測定した溶融粘度指数（メルトフローインデックス）が１～１００ｇ／１
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０分の範囲のものであり、とくに機械特性の点から１～５０ｇ／１０分の芳香族ポリカー
ボネート樹脂が好ましく用いられる。
【００３７】
　また、前記の芳香族二価フェノール系化合物としては、２，２－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プロ
パン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロ
キシ－３，５－ジフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジエチル
フェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジエチルフェニル）プロ
パン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１－フェニル－１，１
－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン等が使用でき、これら単独あるいは混合物とし
て使用することができる。しかし、芳香族ポリカーボネート樹脂を１００重量部を越す量
を配合すると射出成形時の流動性が大きく低下するため好ましくない。　なお、本発明の
特性を損なわない範囲の量であれば、芳香族ポリカーボネート樹脂オリゴマーを併用配合
しても良く、三菱瓦斯化学（株）社製から重量平均分子量約４０００のユーピロンＡＬな
どが市販されている。
【００３８】
　また、前記の芳香族ポリカーボネート樹脂を配合する際に、さらに酸性燐酸エステルを
少量配合することによって、（Ａ）熱可塑性ポリエステルと芳香族ポリカーボネート樹脂
のエステル交換防止に有用であり、とくに熱変形温度などの低下を防止する。前記の酸性
燐酸エステルとは、アルコール類と燐酸との部分エステル化合物の総称で、低分子量のも
のは無色液体、高分子量のものは白色ロウ状、フレーク状固体であり、燐酸の水素をアル
キル基やアリル基などで置換した後述の（Ｃ）成分のリン系難燃剤の燐酸エステルとは区
別して用いられる。
【００３９】
　前記の酸性燐酸エステルの具体例としては、限定されるものではないが、モノメチルア
シッドホスフェート、モノエチルアシッドホスフェート、モノイソプロピルアシッドホス
フェート、モノブチルアシッドホスフェート、モノラウリルアシッドホスフェート、モノ
ステアリルアシッドホスフェート、モノドデシルアシッドホスフェート、モノベヘニルア
シッドホスフェート、ジメチルアシッドホスフェート、ジエチルアシッドホスフェート、
ジイソプロピルアシッドホスフェート、ジブチルアシッドホスフェート、ラウリルアシッ
ドホスフェート、ジステアリルアシッドホスフェート、ジドデシルアシッドホスフェート
、ジベヘニルアシッドホスフェート、トリメチルアシッドホスフェート、トリエチルアシ
ッドホスフェート、および前記のモノとジの混合物、モノ、ジおよびトリとの混合物や前
記化合物の一種以上の混合物であっても良い。好ましく用いられる酸性燐酸エステルとし
ては、モノおよびジステアリルアシッドホスフェートの混合物などの長鎖アルキルアシッ
ドホスフェート化合物が挙げられ、旭電化社（株）から“アデカスタブ”ＡＸ－７１の名
称で市販され、融点を持つフレーク状固体である。
【００４０】
　また、前記の酸性燐酸エステルの配合量は、熱変形温度と機械特性の点から、（Ａ）熱
可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対し、０．０１～５重量部、好ましくは０．０２
～４重量部、より好ましくは０．０３～３重量部である。
【００４１】
　前記のポリフェニレンエーテル樹脂としては、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェ
ニレン）エーテル、ポリ（２，６－ジエチル－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２
－メチル－６－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－２フ
ェニレン）エーテル、ポリ（２，６－ジプロピル－１，４－２フェニレン）エーテル、ポ
リ（２－エチル－６－プロピル－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２，６－ジフェ
ニル－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２，６－ジトリル－１，４－フェニレン）
エーテル、ポリ（２，６－ジベンジル－１，４－フェニレン）エーテル、ポリ（２，５－
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ジメチル－１，４－フェニレン）エーテルなどが具体例として挙げられ、とくにポリ（２
，６－ジプロピル－１，４－フェニレン）エーテルが好ましく用いられ、トリメチルフェ
ノールなどの共重合成分を共重合したポリフェニレンエーテル樹脂でも良い。また、変性
ポリフェニレンエーテル樹脂を用いても良く、限定されるものではないが、ハイインパク
トポリスチレンをグラフト重合した変性ポリフェニレンエーテル樹脂などが用いられる。
【００４２】
　ポリフェニレンエーテル樹脂の製造方法は公知であり、例えば塩基系金属塩を触媒とし
て、２，６－キシレノールを酸化カップリングする製造方法などを用いることができる。
ポリフェニレンエーテル樹脂の粘度は、クロロホルムを溶剤として３０℃で測定される固
有粘度０．１５～０．７ｄｌ／ｇの範囲にあることが好ましく、０．１５ｄｌ／ｇ未満で
は機械特性の低下が大きく、０．７ｄｌ／ｇを超すと流動性が大きく損なわれるため好ま
しくない。しかし、ポリフェニレンエーテル樹脂を１００重量部を越す量を配合すると射
出成形時の流動性が大きく低下するため好ましくない。
【００４３】
　前記のビニル系樹脂としては、ポリスチレン、スチレン／ブタジエン、（“－／－”は
共重合を表す。以下同じ。）、スチレン／ブタジエン／スチレン、スチレン／イソプレン
／スチレン、スチレン／エチレン／ブタジエン／スチレン、ハイインパクトスチレン、ス
チレン／アクリロニトリル（ＡＳ樹脂）、スチレン／アクリロニトリル／スチレン、ポリ
メタクリル酸メチルアクリレート（ＰＭＭＡ樹脂）、アクリロニトリル／ブタジエン／ス
チレン、スチレン／メタクリル酸メチル／ブタジエン／アクリロニトリル、アクリロニト
リル／アクリルゴム／スチレン、アクリロニトリル／エチレン系ゴム／スチレンおよび前
記のＡＳ樹脂やＰＭＭＡ樹脂などのビニル系樹脂をシェル層にしてアクリルゴムなどのゴ
ムをコア層としたコアシェルゴムなどが挙げられる。
【００４４】
　また、無水マレイン酸などの酸無水物やグリシジルメタクリレートなどのエポキシ基含
有ビニル系単量体をグラフト重合もしくは共重合されたビニル系樹脂およびエポキシ化剤
でエポキシ変性されたビニル系樹脂でも良く、エポキシ化ＡＳ樹脂、エポキシ化スチレン
／ブタジエン／スチレンおよびエポキシ化スチレン／エチレン／ブタジエン／スチレン、
無水マレイン酸／スチレンなどが挙げられ、特にグリシジルメタクリレートやエポキシ化
剤でエポキシ変性されたエポキシ化ビニル系樹脂が好ましく用いられる。
【００４５】
　また、エチレンにアクリル樹脂あるいはスチレン樹脂などのビニル系樹脂ユニットをグ
ラフトにより含む高分子化合物も用いることができ、具体例としては、ポリエチレン－ｇ
－ポリメタクリル酸メチル（ＰＥ－ｇ－ＰＭＭＡ）（“－ｇ－”は、グラフトを表す。以
下同じ。）、ポリプロピレン－ｇ－ポリメタクリル酸メチル（ＰＰ－ｇ－ＰＭＭＡ）、ポ
リ（エチレン／プロピレン）－ｇ－ポリメタクリル酸メチル（ＥＰＭ－ｇ－ＰＭＭＡ）、
ポリ（エチレン／アクリル酸エチル）－ｇ－ポリメタクリル酸メチル（ＥＥＡ－ｇ－ＰＭ
ＭＡ）、ポリ（エチレン／酢酸ビニル）－ｇ－ポリメタクリル酸メチル（ＥＶＡ－ｇ－Ｐ
ＭＭＡ）、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート）－ｇ－ポリメタクリル酸メチル
（Ｅ／ＧＭＡ－ｇ－ＰＭＭＡ）、ポリ（アクリル酸エチル／グリシジルメタクリレート）
－ｇ－ポリメタクリル酸メチル（ＥＡ／ＧＭＡ－ｇ－ＰＭＭＡ）、ポリカーボネート－ｇ
－ポリメタクリル酸メチル（ＰＣ－ｇ－ＰＭＭＡ）、ポリエチレン－ｇ－ポリスチレン（
ＰＥ－ｇ－ＰＳ）、ポリプロピレン－ｇ－ポリスチレン（ＰＰ－ｇ－ＰＳ）、ポリ（エチ
レン／プロピレン）－ｇ－ポリスチレン（ＥＰＭ－ｇ－ＰＳ）、ポリ（エチレン／アクリ
ル酸エチル）－ｇ－ポリスチレン（ＥＥＡ－ｇ－ＰＳ）、ポリ（エチレン／酢酸ビニル）
－ｇ－ポリスチレン（ＥＶＡ－ｇ－ＰＳ）、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート
）－ｇ－ポリスチレン（Ｅ／ＧＭＡ－ｇ－ＰＳ）、ポリ（エチレン／無水マレイン酸）－
ｇ－ポリスチレン（Ｅ／ＭＡＨ－ｇ－ＰＳ）、ポリ（アクリル酸エチル／グリシジルメタ
クリレート）－ｇ－ポリスチレン（ＥＡ／ＧＭＡ－ｇ－ＰＳ）、ポリ（アクリル酸エチル
／無水マレイン酸）－ｇ－ポリスチレン（ＥＡ／ＭＡＨ－ｇ－ＰＳ）、ポリカーボネート
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－ｇ－ポリスチレン（ＰＣ－ｇ－ＰＳ）、ポリエチレン－ｇ－アクリロニトリル／スチレ
ン（ＰＥ－ｇ－ＡＳ）、ポリプロピレン－ｇ－アクリロニトリル／スチレン（ＰＰ－ｇ－
ＡＳ）、ポリ（エチレン／プロピレン）－ｇ－アクリロニトリル／スチレン（ＥＰＭ－ｇ
－ＡＳ）、ポリ（エチレン／アクリル酸エチル）－ｇ－アクリロニトリル／スチレン（Ｅ
ＥＡ－ｇ－ＡＳ）、ポリ（エチレン／酢酸ビニル）－ｇ－アクリロニトリル／スチレン（
ＥＶＡ－ｇ－ＡＳ）、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート）－ｇ－アクリロニト
リル／スチレン（Ｅ／ＧＭＡ－ｇ－ＡＳ）、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート
）－ｇ－アクリロニトリル／スチレン（Ｅ／ＧＭＡ－ｇ－ＡＳ）、ポリ（アクリル酸エチ
ル／無水マレイン酸）－ｇ－アクリロニトリル／スチレン（ＥＡ／ＭＡＨ－ｇ－ＡＳ）、
ポリカーボネート－ｇ－アクリロニトリル／スチレン（ＰＣ－ｇ－ＡＳ）などが挙げられ
、とくにポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート）－ｇ－ポリメタクリル酸メチル（
Ｅ／ＧＭＡ－ｇ－ＰＭＭＡ）、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート）－ｇ－ポリ
スチレン（Ｅ／ＧＭＡ－ｇ－ＰＳ）、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート）－ｇ
－アクリロニトリル／スチレン（Ｅ／ＧＭＡ－ｇ－ＡＳ）、ポリ（エチレン／無水マレイ
ン酸）－ｇ－ポリスチレン（Ｅ／ＭＡＨ－ｇ－ＰＳ）などが好ましい例として挙げられ、
エチレンにアクリル樹脂あるいはスチレン樹脂などのビニル系樹脂をグラフトにより含む
ビニル系樹脂は、１種または２種以上で用いてもよく、先に述べたＡＳ樹脂やＰＭＭＡ樹
脂との混合物であっても単品であってもよく、とくに、グリシジルメタクリレートを含む
エチレンにアクリル樹脂あるいはスチレン樹脂などのビニル系樹脂ユニットをグラフトに
より含む高分子化合物は、エポキシ化ビニル系樹脂として活用することができる。
【００４６】
　エチレンにアクリル樹脂あるいはスチレン樹脂などのビニル系樹脂をグラフトにより含
むビニル系樹脂の市販品としては、例えば、日本油脂（株）製”モディパー”などが挙げ
られる。
【００４７】
　また、ビニル系樹脂は前記の芳香族ポリカーボネート樹脂やポリフェニレンエーテル樹
脂よりも難燃性を低下させるため、ビニル系樹脂の配合量は、難燃性の点から、（Ａ）熱
可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対し、１～１００重量部、好ましくは２～４５重
量部、より好ましくは３～４０重量部である。
【００４８】
　本発明で使用する（Ｃ）難燃剤とは、樹脂に難燃性を付与する目的で添加される物質で
　あれば特に限定されるものではなく、具体的には、臭素系難燃剤、塩素系難燃剤、リン
系難燃剤、窒素化合物系難燃剤、シリコーン系難燃剤、無機系難燃剤およびフェノール樹
脂などが挙げられ、これら少なくとも一種以上を選択して用いることができる。
【００４９】
　本発明で用いられる臭素系難燃剤の具体例としては、デカブロモジフェニルオキサイド
、オクタブロモジフェニルオキサイド、テトラブロモジフェニルオキサイド、テトラブロ
モ無水フタル酸、ヘキサブロモシクロドデカン、ビス（２，４，６－トリブロモフェノキ
シ）エタン、エチレンビステトラブロモフタルイミド、ヘキサブロモベンゼン、１，１－
スルホニル［３，５－ジブロモ－４－（２，３－ジブロモプロポキシ）］ベンゼン、ポリ
ジブロモフェニレンオキサイド、テトラブロムビスフェノール－Ｓ、トリス（２，３－ジ
ブロモプロピル－１）イソシアヌレート、トリブロモフェノール、トリブロモフェニルア
リルエーテル、トリブロモネオペンチルアルコール、ブロム化ポリスチレン、ブロム化ポ
リエチレン、テトラブロムビスフェノール－Ａ、テトラブロムビスフェノール－Ａ誘導体
、テトラブロムビスフェノール－Ａ－エポキシオリゴマーまたはポリマー、テトラブロム
ビスフェノール－Ａ－カーボネートオリゴマーまたはポリマー、ブロム化フェノールノボ
ラックエポキシなどのブロム化エポキシ樹脂、テトラブロムビスフェノール－Ａ－ビス（
２－ヒドロキシジエチルエーテル）、テトラブロムビスフェノール－Ａ－ビス（２，３－
ジブロモプロピルエーテル）、テトラブロムビスフェノール－Ａ－ビス（アリルエーテル
）、テトラブロモシクロオクタン、エチレンビスペンタブロモジフェニル、トリス（トリ
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ブロモネオペンチル）ホスフェート、ポリ（ペンタブロモベンジルポリアクリレート）、
オクタブロモトリメチルフェニルインダン、ジブロモネオペンチルグリコール、ペンタブ
ロモベンジルポリアクリレート、ジブロモクレジルグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ’－エチ
レン－ビス－テトラブロモフタルイミドなどが挙げられる。なかでも、テトラブロムビス
フェノール－Ａ－エポキシオリゴマー、テトラブロムビスフェノール－Ａ－カーボネート
オリゴマー、ブロム化エポキシ樹脂が好ましい。
【００５０】
　本発明で用いられる塩素系難燃剤の具体例としては、塩素化パラフィン、塩素化ポリエ
チレン、パークロロシクロペンタデカン、テトラクロロ無水フタル酸などが挙げられる。
【００５１】
　本発明で用いられるリン系難燃剤は特に限定されることはなく、通常一般に用いられる
リン系難燃剤を用いることができ、代表的にはリン酸エステル、縮合リン酸エステル、ポ
リリン酸塩などの有機リン系化合物や赤リンなどが挙げられる。
【００５２】
　上記のリン酸エステルの具体例としては、トリメチルホスフェート、トリエチルホスフ
ェート、トリブチルホスフェート、トリ（２－エチルヘキシル）ホスフェート、トリブト
キシエチルホスフェート、トリフェニルホスフェート、トリクレジルホスフェート、トリ
キシレニルホスフェート、トリス（イソプロピルフェニル）ホスフェート、トリス（フェ
ニルフェニル）ホスフェート、トリナフチルホスフェート、クレジルジフェニルホスフェ
ート、キシレニルジフェニルホスフェート、ジフェニル（２－エチルヘキシル）ホスフェ
ート、ジ（イソプロピルフェニル）フェニルホスフェート、モノイソデシルホスフェート
、２－アクリロイルオキシエチルアシッドホスフェート、２－メタクリロイルオキシエチ
ルアシッドホスフェート、ジフェニル－２－アクリロイルオキシエチルホスフェート、ジ
フェニル－２－メタクリロイルオキシエチルホスフェート、メラミンホスフェート、ジメ
ラミンホスフェート、メラミンピロホスフェート、トリフェニルホスフィンオキサイド、
トリクレジルホスフィンオキサイド、メタンホスホン酸ジフェニル、フェニルホスホン酸
ジエチルなどを挙げることができる。
【００５３】
　上記の縮合リン酸エステルとしては、下記（１）式の縮合リン酸エステルを挙げること
ができる。
【００５４】
【化１】

【００５５】
（上式において、Ａｒ１、Ａｒ２、Ａｒ３、Ａｒ４は、同一または相異なる、ハロゲンを
含有しない芳香族基を表す。また、Ｘは下記の（２）～（４）式から選択される構造を示
し、下記（２）～（４）式中、Ｒ１～Ｒ８は同一または相異なる水素原子または炭素数１
～５のアルキル基を表し、Ｙは直接結合、Ｏ、Ｓ、ＳＯ２、Ｃ（ＣＨ３）２、ＣＨ２、Ｃ
ＨＰｈを表し、Ｐｈはフェニル基を表す。また、（１）式のｎは０以上の整数である。ま
た、（１）式のｋ、ｍはそれぞれ０以上２以下の整数であり、かつ（ｋ＋ｍ）は０以上２
以下の整数である。）なお、かかる芳香族縮合リン酸エステルは、異なるｎや、異なる構
造を有する芳香族縮合リン酸エステルの混合物であってもよい。
【００５６】
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【００５７】
　前記式（１）中、ｎは０以上の整数であり、上限は難燃性の点から４０以下が好ましい
。好ましくは０～１０、特に好ましくは０～５である。またｋ、ｍは、それぞれ０以上２
以下の整数であり、かつｋ＋ｍは、０以上２以下の整数であるが、好ましくはｋ、ｍはそ
れぞれ０以上１以下の整数、特に好ましくはｋ、ｍはそれぞれ１である。
【００５８】
　また前記式（２）～（４）中、Ｒ１～Ｒ８は同一または相異なる水素または炭素数１～
５のアルキル基を表す。ここで炭素数１～５のアルキル基の具体例としては、メチル基、
エチル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒ
ｔ－ブチル基、ネオペンチル基などが挙げられるが、水素、メチル基、エチル基が好まし
く、とりわけ水素が好ましい。
【００５９】
　またＡｒ１、Ａｒ２、Ａｒ３、Ａｒ４は同一または相異なる、ハロゲンを含有しない芳
香族基を表す。かかる芳香族基としては、ベンゼン骨格、ナフタレン骨格、インデン骨格
、アントラセン骨格を有する芳香族基が挙げられ、なかでもベンゼン骨格、あるいはナフ
タレン骨格を有するものが好ましい。これらはハロゲンを含有しない有機残基（好ましく
は炭素数１～８の有機残基）で置換されていてもよく、置換基の数にも特に制限はないが
、１～３個であることが好ましい。具体例としては、フェニル基、トリル基、キシリル基
、クメニル基、メシチル基、ナフチル基、インデニル基、アントリル基などの芳香族基が
挙げられるが、フェニル基、トリル基、キシリル基、クメニル基、ナフチル基が好ましく
、特にフェニル基、トリル基、キシリル基が好ましい。
【００６０】
　なかでも下記化合物（５）、（６）が好ましく、特に化合物（５）が好ましい。
【００６１】
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【化３】

【００６２】
　また、上記の縮合リン酸エステルの市販品としては、大八化学工業（株）社製ＰＸ－２
００、ＰＸ－２０１、ＰＸ－１３０、ＰＸ－２０２、ＣＲ－７３３Ｓ、ＴＰＰ、ＣＲ－７
４１、ＣＲ７４７、ＴＣＰ、ＴＸＰ、ＣＤＰ、ＳＨ－０８９０、（株）アデカ社製ＰＦＲ
、ＦＰ－５００、ＦＰ－６００、ＦＰ－７００およびＴ－１３１７Ｆなどから選ばれる１
種または２種以上が使用することができ、とくに大八化学工業（株）社製ＰＸ－２００、
ＣＲ－７４１、（株）アデカ社製ＦＰ－６００などを使用することが得られる成形品の加
水分解性や金属汚染性の観点から好ましく用いられる。
【００６３】
　また、ホスファフェナントレン骨格を有するリン系難燃剤も使用することができ、市販
品としては、三光（株）社製ＨＣＡ、ＨＣＡ－ＨＱ、ＢＣＡ、ＳＡＮＫＯ－２２０、Ｍ－
Ｅｓｔｅｒ－ＨＰ等が挙げられる。
【００６４】
　また、リン酸、ポリリン酸と周期律表ＩＡ族～ＩＶＢ族の金属、アンモニア、脂肪族ア
ミン、芳香族アミンとの塩からなるポリリン酸塩を挙げることもできる。ポリリン酸塩の
代表的な塩として、金属塩としてリチウム塩、ナトリウム塩、カルシウム塩、バリウム塩
、鉄（II）塩、鉄（III）塩、アルミニウム塩など、脂肪族アミン塩としてメチルアミン
塩、エチルアミン塩、ジエチルアミン塩、トリエチルアミン塩、エチレンジアミン塩、ピ
ペラジン塩などがあり、芳香族アミン塩としてはピリジン塩、トリアジン塩、メラミン塩
、アンモニウム塩などが挙げられる。
【００６５】
　また、赤リンとしては、未処理の赤リンのみでなく、熱硬化性樹脂被膜、金属水酸化物
被膜、金属メッキ被膜から成る群より選ばれる１種以上の化合物被膜により処理された赤
リンを好ましく使用することができる。熱硬化性樹脂被膜の熱硬化性樹脂としては、赤リ
ンを被膜できる樹脂であれば特に制限はなく、例えば、フェノール－ホルマリン系樹脂、
尿素－ホルマリン系樹脂、メラミン－ホルマリン系樹脂、アルキッド系樹脂などが挙げら
れる。金属水酸化物被膜の金属水酸化物としては、赤リンを被膜できる樹脂であれば特に
制限はなく、例えば、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化亜鉛、水酸化チ
タンなどを挙げることができる。金属メッキ被膜の金属としては、赤リンを被膜できる樹
脂であれば特に制限はなく、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｍｎ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ａｌま
たはこれらの合金などが挙げられる。さらに、これらの被膜は２種以上組み合わせて、あ
るいは２種以上に積層されていてもよい。
【００６６】
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　上記リン系難燃剤の中でも、縮合リン酸エステル、ポリリン酸塩、赤リンが好ましく、
縮合リン酸エステル、ポリリン酸塩が特に好ましく、縮合リン酸エステルがさらに好まし
く、芳香族縮合リン酸エステルが特に好ましい。
【００６７】
　上記の窒素化合物系難燃剤としては、脂肪族アミン化合物、芳香族アミン化合物、含窒
素複素環化合物、シアン化合物、脂肪族アミドや芳香族アミド、尿素、チオ尿素、ポリリ
ン酸アンモニウム、ポリリン酸メラミンおよびホスファゼン化合物などを挙げることがで
きる。
【００６８】
　前記の脂肪族アミンとしては、エチルアミン、ブチルアミン、ジエチルアミン、エチレ
ンジアミン、ブチレンジアミン、トリエチレンテトラミン、１，２－ジアミノシクロヘキ
サン、１，２－ジアミノシクロオクタンなどを挙げることができる。　
【００６９】
　前記の芳香族アミンとしては、アニリン、フェニレンジアミンなどを挙げることができ
る。
【００７０】
　前記の含窒素複素環化合物としては、尿酸、アデニン、グアニン、２，６－ジアミノプ
リン、２，４，６－トリアミノピリジン、トリアジン化合物などを挙げることができる。
【００７１】
　前記のシアン化合物としては、ジシアンジアミドなどを挙げることができる。また、前
記の脂肪族アミドや芳香族アミドとしては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミドやＮ，Ｎ－ジ
フェニルアセトアミドなどを挙げることができ、さらにはリン原子と窒素原子を含む構造
を有するリン酸エステルアミドを挙げることができ、リン酸エステルアミドは高い融点を
持つ常温で粉末状の物質であり、配合時のハンドリング性に優れ、熱変形温度の高い難燃
性ポリエステル樹脂が得られ、市販品としては、四国化成（株）社製ＳＰ－７０３などが
好ましく用いられる。
【００７２】
　前記のポリ燐酸アンモニウムとしては、ポリ燐酸アンモニウム、メラミン変性ポリ燐酸
アンモニウム、およびカルバミルポリ燐酸アンモニウムなどが挙げられ、熱硬化性を示す
フェノール樹脂、ウレタン樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、エポキシ樹脂、およびユリア
樹脂などの熱硬化性樹脂などによって被覆されていても良く、１種で用いても２種以上で
用いても良い。
【００７３】
　前記のポリ燐酸メラミンとしては、燐酸メラミンやピロ燐酸メラミンなどのポリ燐酸メ
ラミンが挙げられ、１種で用いても２種以上で用いても良い。
【００７４】
　前記のホスファゼン化合物としては、ホスホニトリル線状ポリマー及び／または環状ポ
リマーであり、特に直鎖状のフェノキシホスファゼンを主成分とするものが好ましく用い
られ、前記のホスホニトリル線状ポリマー及び／または環状ポリマーは、著者梶原『ホス
ファゼン化合物の合成と応用』などに記載されている公知の方法で合成することができ、
例えば、りん源として五塩化リンあるいは三塩化リン、窒素源として塩化アンモニウムあ
るいはアンモニアガスを公知の方法で反応させて（環状物を精製してもよい）、得られた
物質をアルコール、フェノールおよびアミン類で置換することで合成することができる。
【００７５】
　前記の含窒素複素環化合物において例示したトリアジン化合物は、トリアジン骨格を有
する含窒素複素環化合物であり、トリアジン、メラミン、ベンゾグアナミン、メチルグア
ナミン、シアヌル酸、メラミンシアヌレート、メラミンイソシアヌレート、トリメチルト
リアジン、トリフェニルトリアジン、アメリン、アメリド、チオシアヌル酸、ジアミノメ
ルカプトトリアジン、ジアミノメチルトリアジン、ジアミノフェニルトリアジン、ジアミ
ノイソプロポキシトリアジンなどを挙げることができ、メラミンシアヌレートとメラミン
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イソシアヌレートが好ましく用いられる。前記のメラミンシアヌレートまたはメラミンイ
ソシアヌレートとしては、シアヌール酸またはイソシアヌール酸とトリアジン化合物との
付加物が好ましく、通常は１対１（モル比）、場合により１対２（モル比）の組成を有す
る付加物を挙げることができる。また、公知の方法で製造されるが、例えば、メラミンと
シアヌール酸またはイソシアヌール酸の混合物を水スラリーとし、良く混合して両者の塩
を微粒子状に形成させた後、このスラリーを濾過、乾燥後に一般には粉末状で得られる。
また、上記の塩は完全に純粋である必要は無く、多少未反応のメラミンないしシアヌール
酸、イソシアヌール酸が残存していても良い。また、分散性が悪い場合には、トリス（β
－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートなどの分散剤やポリビニルアルコールおよびシリ
カなどの金属酸化物などの公知の表面処理剤などを併用してもよい。また、樹脂に配合さ
れる前の平均粒径は、成形品の難燃性、機械的強度、表面性の点から１００～０．１μｍ
が好ましく、好ましくは５０～０．５μｍであり、さらに好ましくは１０～１μｍであり
、平均粒径はレーザーミクロンサイザー法による累積分布５０％粒子径で測定される平均
粒径である。
【００７６】
　前記の窒素化合物系難燃剤の中では、ポリリン酸メラミン、ホスファゼン化合物および
メラミンシアヌレートなどのトリアジン化合物が好ましい。
【００７７】
　上記のシリコーン系難燃剤としては、シリコーン樹脂、シリコーンオイルを挙げること
ができる。前記シリコーン樹脂は、ＳｉＯ２、ＲＳｉＯ３／２、Ｒ２ＳｉＯ、Ｒ３ＳｉＯ

１／２の構造単位を組み合わせてできる三次元網状構造を有する樹脂などを挙げることが
できる。ここで、Ｒはメチル基、エチル基、プロピル基等のアルキル基、または、フェニ
ル基、ベンジル基等の芳香族基、または上記置換基にビニル基を含有した置換基を示す。
前記シリコーンオイルは、ポリジメチルシロキサン、およびポリジメチルシロキサンの側
鎖あるいは末端の少なくとも１つのメチル基が、水素元素、アルキル基、シクロヘキシル
基、フェニル基、ベンジル基、アミノ基、エポキシ基、ポリエーテル基、カルボキシル基
、メルカプト基、クロロアルキル基、アルキル高級アルコールエステル基、アルコール基
、アラルキル基、ビニル基、またはトリフロロメチル基の選ばれる少なくとも１つの基に
より変性された変性ポリシロキサン、またはこれらの混合物を挙げることができる。
【００７８】
　上記のその他の無機系難燃剤としては、水酸化マグネシウム水和物、水酸化アルミニウ
ム水和物、三酸化アンチモン、五酸化アンチモン、アンチモン酸ソーダ、ヒドロキシスズ
酸亜鉛、スズ酸亜鉛、メタスズ酸、酸化スズ、酸化スズ塩、硫酸亜鉛、酸化亜鉛、硼酸カ
ルシウム水和物、硼酸亜鉛、硼酸亜鉛水和物、水酸化亜鉛酸化第一鉄、酸化第二鉄、酸化
第一錫、酸化第二スズ、ホウ酸アンモニウム、オクタモリブデン酸アンモニウム、タング
ステン酸の金属塩、タングステンとメタロイドとの複合酸化物酸、スルファミン酸アンモ
ニウム、臭化アンモニウム、ジルコニウム系化合物、グアニジン系化合物、フッ素系化合
物、黒鉛、膨潤性黒鉛などを挙げることができる。中でも、水酸化マグネシウム、フッ素
系化合物、膨潤性黒鉛が好ましい。
【００７９】
　上記のフェノール樹脂とは、燃焼時に表面に移動し、炭化層形成を助ける難燃助剤とし
て効果があり、上記のリン系難燃剤、窒素化合物系難燃剤、シリコーン系難燃剤およびそ
の他の無機系難燃剤から選択される少なくとも１種以上と共に併用して好ましく用いられ
る。また、フェノール樹脂としては、フェノール性水酸基を複数有する高分子であれば任
意であり、例えばノボラック型、レゾール型および熱反応型の樹脂、あるいはこれらを変
性した樹脂が挙げられる。これらは硬化剤未添加の未硬化樹脂、半硬化樹脂、あるいは硬
化樹脂であってもよい。中でも、硬化剤未添加で、非熱反応性であるノボラック型フェノ
ール樹脂またはメラミン変性ノボラック型フェノール樹脂が難燃性、機械特性、経済性の
点で好ましい。
【００８０】
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　また、形状は特に制限されず、粉砕品、粒状、フレーク状、粉末状、針状、液状などい
ずれも使用でき、必要に応じ、１種または２種以上使用することができる。また、フェノ
ール系樹脂は特に限定するものではなく市販されているものなどが用いられる。例えば、
ノボラック型フェノール樹脂の場合、フェノール類とアルデヒド類のモル比を１：０．７
～１：０．９となるような比率で反応槽に仕込み、更にシュウ酸、塩酸、硫酸、トルエン
スルホン酸等の触媒を加えた後、加熱し、所定の時間還流反応を行う。生成した水を除去
するため真空脱水あるいは静置脱水し、更に残っている水と未反応のフェノール類を除去
する方法により得ることができる。これらの樹脂あるいは複数の原料成分を用いることに
より得られる共縮合フェノール樹脂は単独あるいは二種以上用いることができる。
【００８１】
　また、レゾール型フェノール樹脂の場合、フェノール類とアルデヒド類のモル比を１：
１～１：２となるような比率で反応槽に仕込み、水酸化ナトリウム、アンモニア水、その
他の塩基性物質などの触媒を加えた後、ノボラック型フェノール樹脂と同様の反応および
処理をして得ることができる。
【００８２】
　ここで、フェノール類としてはフェノール、ｏ－クレゾール、ｍ－クレゾール、ｐ－ク
レゾール、チモール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、ｔｅｒｔ－ブチルカテコール、
カテコール、イソオイゲノール、ｏ－メトキシフェノール、４，４’－ジヒドロキシフェ
ニル－２，２－プロパン、サルチル酸イソアミル、サルチル酸ベンジル、サルチル酸メチ
ル、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－ｐ－クレゾール等が挙げられる。これらのフェノー
ル類は一種または二種以上用いることができる。一方、アルデヒド類としてはホルムアル
デヒド、パラホルムアルデヒド、ポリオキシメチレン、トリオキサン等が挙げられる。こ
れらのアルデヒド類は必要に応じて一種または二種以上用いることができる。
【００８３】
　フェノール樹脂の分子量は、特に限定されないが好ましくは数平均分子量で２００～２
，０００であり、特に４００～１，５００の範囲のものが機械的物性、流動性、経済性に
優れ好ましい。なおフェノール系樹脂の分子量は、テトラヒドラフラン溶液、ポリスチレ
ン標準サンプルを使用することによりゲルパーミエションクロマトグラフィー法で測定で
きる。
【００８４】
　上記難燃剤の中では、リン系難燃剤、窒素化合物系難燃剤、シリコーン系難燃剤、その
他の無機系難燃剤およびフェノール樹脂から選択される少なくとも１種以上を用いること
が好ましく、リン系難燃剤、窒素化合物系難燃剤、シリコーン系難燃剤、その他の無機系
難燃剤およびフェノール樹脂から選択される少なくとも２種を組み合わせて用いることが
さらに好ましい。
【００８５】
　また、リン系難燃剤と併用する窒素化合物系難燃剤としては含窒素複素環化合物が好ま
しく、中でもトリアジン化合物が好ましく、さらにメラミンシアヌレートが好ましい。ま
た、リン系難燃剤と併用するシリコーン系難燃剤としてはシリコーン樹脂が好ましい。ま
た、リン系難燃剤と併用するその他の無機系難燃剤としてはホウ酸亜鉛または膨潤性黒鉛
が好ましい。
【００８６】
　また、リン系難燃剤と窒素化合物系難燃剤、シリコーン系難燃剤またはその他の無機系
難燃剤を併用する場合、リン系難燃剤１００重量部に対して、窒素化合物系難燃剤、シリ
コーン系難燃剤またはその他の無機系難燃剤を１００～１重量部用いることが好ましい。
【００８７】
　リン系難燃剤としては、縮合リン酸エステル、ポリリン酸塩、赤リンの何れか１種以上
、なかでも縮合リン酸エステル、ポリリン酸塩の何れか１種以上が好ましい。また、縮合
リン酸エステルと窒素化合物系難燃剤を併用するか、ポリリン酸塩と窒素化合物系難燃剤
を併用することがさらに好ましく、窒素化合物系難燃剤を縮合リン酸エステルやポリリン
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酸塩よりも少ない量で用いることが難燃効果が高く好ましい。窒素化合物系難燃剤として
は、メラミンシアヌレートが好ましい。
【００８８】
　また、（Ｃ）難燃剤の添加量は、難燃性、加水分解性、および金属汚染の点から、本発
明の（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対して、１～１００重量部、好まし
くは２～８０重量部、より好ましくは３～６０重量部である。上記難燃剤は、１種で用い
ても、２種以上併用して用いてもかまわない。
【００８９】
　本発明で使用する（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上
含む多価アルコール化合物とは、本発明の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂の流動性を向
上させるために必要な成分であり、低分子化合物であってもよいし、重合体であってもよ
い。また、３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコ
ール化合物としては、３官能性化合物、４官能性化合物および５官能性化合物などの３つ
以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコール化合物であ
れば、いずれでも好ましく用いられる。また、３つ以上の官能基の官能基とは、水酸基、
アルデヒド基、カルボン酸基、スルホ基、アミノ基、グリシジル基、イソシアネート基、
カルボジイミド基、オキサゾリン基、オキサジン基、エステル基、アミド基、シラノール
基、シリルエーテル基から選択された少なくとも１種類以上であることが好ましく、これ
らの中から同一あるいは異なる３つ以上の官能基を有していることが好ましく、とくに流
動性、機械物性、耐久性、耐熱性および生産性の点で、同一の官能基であることが好まし
い。
【００９０】
　また、（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価ア
ルコール化合物のアルキレンオキシド単位の好ましい例として、炭素原子数１～４である
脂肪族アルキレンオキシド単位が有効であり、具体例としてはメチレンオキシド単位、エ
チレンオキシド単位、トリメチレンオキシド単位、プロピレンオキシド単位、テトラメチ
レンオキシド単位、１，２－ブチレンオキシド単位、２，３－ブチレンオキシド単位若し
くはイソブチレンオキシド単位などを挙げることができ、本発明においては、特に、流動
性、リサイクル性、耐久性、耐熱性および機械物性に優れるという点で、アルキレンオキ
シド単位としてエチレンオキシド単位又はプロピレンオキシド単位が含まれる化合物を使
用するのが好ましく、耐加水分解性および靭性（引張破断伸度）に優れるという点で、プ
ロピレンオキシド単位が含まれる化合物を使用することが特に好ましく、アルキレンオキ
シド単位数については、流動性および機械物性に優れるという点で、１官能基当たりのア
ルキレンオキシド単位が０．１～２０であることが好ましく、０．５～１０であることが
より好ましく、１～５であることがさらに好ましい。
【００９１】
　（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコー
ル化合物の好ましい例として、官能基が水酸基の場合は、（ポリ）オキシメチレングリセ
リン、（ポリ）オキシエチレングリセリン、（ポリ）オキシトリメチレングリセリン、（
ポリ）オキシプロピレングリセリン、（ポリ）オキシエチレン－（ポリ）オキシプロピレ
ングリセリン、（ポリ）オキシテトラメチレングリセリン、（ポリ）オキシメチレンジグ
リセリン、（ポリ）オキシエチレンジグリセリン、（ポリ）オキシトリメチレンジグリセ
リン、（ポリ）オキシプロピレンジグリセリン、（ポリ）オキシメチレントリメチロール
プロパン、（ポリ）オキシエチレントリメチロールプロパン、（ポリ）オキシトリメチレ
ントリメチロールプロパン、（ポリ）オキシプロピレントリメチロールプロパン、（ポリ
）オキシエチレン－（ポリ）オキシプロピレントリメチロールプロパン、（ポリ）オキシ
テトラメチレントリメチロールプロパン、（ポリ）オキシメチレンジトリメチロールプロ
パン、（ポリ）オキシエチレンジトリメチロールプロパン、（ポリ）オキシトリメチレン
ジトリメチロールプロパン、（ポリ）オキシプロピレンジトリメチロールプロパン、（ポ
リ）オキシメチレンペンタエリスリトール、（ポリ）オキシエチレンペンタエリスリトー
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ル、（ポリ）オキシトリメチレンペンタエリスリトール、（ポリ）オキシプロピレンペン
タエリスリトール、（ポリ）オキシエチレン－（ポリ）オキシプロピレンペンタエリスリ
トール、（ポリ）オキシテトラメチレンペンタエリスリトール、（ポリ）オキシメチレン
ジペンタエリスリトール、（ポリ）オキシエチレンジペンタエリスリトール、（ポリ）オ
キシトリメチレンジペンタエリスリトール、（ポリ）オキシプロピレンジペンタエリスリ
トール、（ポリ）オキシメチレングルコース、（ポリ）オキシエチレングルコース、（ポ
リ）オキシトリメチレングルコース、（ポリ）オキシプロピレングルコース、（ポリ）オ
キシエチレン－（ポリ）オキシプロピレングルコース、（ポリ）オキシテトラメチレング
ルコース等を挙げることができる。
【００９２】
　（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコー
ル化合物の好ましい例として、官能基がカルボン酸の場合は、（ポリ）メチレンオキシド
単位を含むプロパン－１，２，３－トリカルボン酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含
むプロパン－１，２，３－トリカルボン酸、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含むプ
ロパン－１，２，３－トリカルボン酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むプロパン
－１，２，３－トリカルボン酸、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含むプロパン－
１，２，３－トリカルボン酸、（ポリ）メチレンオキシド単位を含む２－メチルプロパン
－１，２，３－トリスカルボン酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含む２－メチルプロ
パン－１，２，３－トリスカルボン酸、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含む２－メ
チルプロパン－１，２，３－トリスカルボン酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含む
２－メチルプロパン－１，２，３－トリスカルボン酸、（ポリ）テトラメチレンオキシド
単位を含む２－メチルプロパン－１，２，３－トリスカルボン酸、（ポリ）メチレンオキ
シド単位を含むブタン－１，２，４－トリカルボン酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を
含むブタン－１，２，４－トリカルボン酸、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含むブ
タン－１，２，４－トリカルボン酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むブタン－１
，２，４－トリカルボン酸、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含むブタン－１，２
，４－トリカルボン酸、（ポリ）メチレンオキシド単位を含むブタン－１，２，３，４－
テトラカルボン酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含むブタン－１，２，３，４－テト
ラカルボン酸、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含むブタン－１，２，３，４－テト
ラカルボン酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むブタン－１，２，３，４－テトラ
カルボン酸、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含むブタン－１，２，３，４－テト
ラカルボン酸、（ポリ）メチレンオキシド単位を含むトリメリット酸、（ポリ）エチレン
オキシド単位を含むトリメリット酸、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含むトリメリ
ット酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むトリメリット酸、（ポリ）テトラメチレ
ンオキシド単位を含むトリメリット酸、（ポリ）メチレンオキシド単位を含むトリメシン
酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含むトリメシン酸、（ポリ）トリメチレンオキシド
単位を含むトリメシン酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むトリメシン酸、（ポリ
）テトラメチレンオキシド単位を含むトリメシン酸、（ポリ）メチレンオキシド単位を含
むヘミメリット酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含むヘミメリット酸、（ポリ）トリ
メチレンオキシド単位を含むヘミメリット酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むヘ
ミメリット酸、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含むヘミメリット酸、（ポリ）メ
チレンオキシド単位を含むピロメリット酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含むピロメ
リット酸、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含むピロメリット酸、（ポリ）プロピレ
ンオキシド単位を含むピロメリット酸、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含むピロ
メリット酸、（ポリ）メチレンオキシド単位を含むシクロヘキサン－１，３，５－トリカ
ルボン酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含むシクロヘキサン－１，３，５－トリカル
ボン酸、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含むシクロヘキサン－１，３，５－トリカ
ルボン酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むシクロヘキサン－１，３，５－トリカ
ルボン酸、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含むシクロヘキサン－１，３，５－ト
リカルボン酸等を挙げることができる。
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【００９３】
　また、（Ｄ）成分の３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む
多価アルコール化合物の好ましい例として、官能基がアミノ基の場合は（ポリ）メチレン
オキシド単位を含む１，２，３－トリアミノプロパン、（ポリ）エチレンオキシド単位を
含む１，２，３－トリアミノプロパン、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含む１，２
，３－トリアミノプロパン、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含む１，２，３－トリア
ミノプロパン、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含む１，２，３－トリアミノプロ
パン、（ポリ）メチレンオキシド単位を含む１，２，３－トリアミノ－２－メチルプロパ
ン、（ポリ）エチレンオキシド単位を含む１，２，３－トリアミノ－２－メチルプロパン
、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含む１，２，３－トリアミノ－２－メチルプロパ
ン、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含む１，２，３－トリアミノ－２－メチルプロパ
ン、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含む１，２，３－トリアミノ－２－メチルプ
ロパン、（ポリ）メチレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノブタン、（ポリ）
エチレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノブタン、（ポリ）トリメチレンオキ
シド単位を含む１，２，４－トリアミノブタン、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含む
１，２，４－トリアミノブタン、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含む１，２，４
－トリアミノブタン、（ポリ）メチレンオキシド単位を含む１，２，３，４－テトラミノ
ブタン、（ポリ）エチレンオキシド単位を含む１，２，３，４－テトラミノブタン、（ポ
リ）トリメチレンオキシド単位を含む１，２，３，４－テトラミノブタン、（ポリ）プロ
ピレンオキシド単位を含む１，２，３，４－テトラミノブタン、（ポリ）テトラメチレン
オキシド単位を含む１，２，３，４－テトラミノブタン、（ポリ）メチレンオキシド単位
を含む１，３，５－トリアミノシクロヘキサン、（ポリ）エチレンオキシド単位を含む１
，３，５－トリアミノシクロヘキサン、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含む１，３
，５－トリアミノシクロヘキサン、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含む１，３，５－
トリアミノシクロヘキサン、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含む１，３，５－ト
リアミノシクロヘキサン、（ポリ）メチレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノ
シクロヘキサン、（ポリ）エチレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノシクロヘ
キサン、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノシクロヘキサ
ン、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノシクロヘキサン、（
ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノシクロヘキサン、（ポ
リ）メチレンオキシド単位を含む１，２，４，５－テトラミノシクロヘキサン、（ポリ）
エチレンオキシド単位を含む１，２，４，５－テトラミノシクロヘキサン、（ポリ）トリ
メチレンオキシド単位を含む１，２，４，５－テトラミノシクロヘキサン、（ポリ）プロ
ピレンオキシド単位を含む１，２，４，５－テトラミノシクロヘキサン、（ポリ）テトラ
メチレンオキシド単位を含む１，２，４，５－テトラミノシクロヘキサン、（ポリ）メチ
レンオキシド単位を含む１，３，５－トリアミノベンゼン、（ポリ）エチレンオキシド単
位を含む１，３，５－トリアミノベンゼン、（ポリ）トリメチレンオキシド単位を含む１
，３，５－トリアミノベンゼン、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含む１，３，５－ト
リアミノベンゼン、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含む１，３，５－トリアミノ
ベンゼン、（ポリ）メチレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノベンゼン、（ポ
リ）エチレンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノベンゼン、（ポリ）トリメチレ
ンオキシド単位を含む１，２，４－トリアミノベンゼン、（ポリ）プロピレンオキシド単
位を含む１，２，４－トリアミノベンゼン、（ポリ）テトラメチレンオキシド単位を含む
１，２，４－トリアミノベンゼン等を挙げることができる。
【００９４】
　（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコー
ル化合物の好ましい例として、官能基がエステル基の場合は、脂肪族酸エステルまたは芳
香族酸エステルやエステル誘導体などが挙げられる。
【００９５】
　（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコー
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ル化合物の好ましい例として、官能基がアミド基の場合は、アミド誘導体などが挙げられ
る。
【００９６】
　また、難燃性ポリエステル樹脂組成物の流動性の点から、（Ｄ）３つ以上の官能基を有
するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコール化合物の特に好ましい例とし
て、官能基が水酸基の場合は、（ポリ）オキシエチレングリセリン、（ポリ）オキシプロ
ピレングリセリン、（ポリ）オキシエチレンジグリセリン、（ポリ）オキシプロピレンジ
グリセリン、（ポリ）オキシエチレントリメチロールプロパン、（ポリ）オキシプロピレ
ントリメチロールプロパン、（ポリ）オキシエチレンジトリメチロールプロパン、（ポリ
）オキシプロピレンジトリメチロールプロパン、（ポリ）オキシエチレンペンタエリスリ
トール、（ポリ）オキシプロピレンペンタエリスリトール、（ポリ）オキシエチレンジペ
ンタエリスリトール、（ポリ）オキシプロピレンジペンタエリスリトールが挙げられ、官
能基がカルボン酸の場合は、（ポリ）エチレンオキシド単位を含むプロパン－１，２，３
－トリカルボン酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むプロパン－１，２，３－トリ
カルボン酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含むトリメリット酸、（ポリ）プロピレン
オキシド単位を含むトリメリット酸、（ポリ）エチレンオキシド単位を含むトリメシン酸
、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含むトリメシン酸、（ポリ）エチレンオキシド単位
を含むシクロヘキサン－１，３，５－トリカルボン酸、（ポリ）プロピレンオキシド単位
を含むシクロヘキサン－１，３，５－トリカルボン酸が挙げられ、官能基がアミノ基の場
合は（ポリ）エチレンオキシド単位を含む１，２，３－トリアミノプロパン、（ポリ）プ
ロピレンオキシド単位を含む１，２，３－トリアミノプロパン、（ポリ）エチレンオキシ
ド単位を含む１，３，５－トリアミノシクロヘキサン、（ポリ）プロピレンオキシド単位
を含む１，３，５－トリアミノシクロヘキサン、（ポリ）エチレンオキシド単位を含む１
，３，５－トリアミノベンゼン、（ポリ）プロピレンオキシド単位を含む１，３，５－ト
リアミノベンゼンが挙げられる。
【００９７】
　本発明で用いる（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含
む多価アルコール化合物は、（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂と反応し、（Ａ）成分の主
鎖および側鎖に導入されていても良く、（Ａ）成分と反応せずに、配合時の構造を保って
いても良い。
【００９８】
　本発明で用いる（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含
む多価アルコール化合物の粘度は、２５℃において１５０００ｍ・Ｐａ以下であることが
好ましく、流動性、機械物性の点から５０００ｍ・Ｐａ以下であることがさらに好ましく
、２０００ｍ・Ｐａ以下であることが特に好ましい。下限は特にないが、成形時のブリー
ド性の点から１００ｍ・Ｐａ以上であることが好ましい。２５℃における粘度が１５００
０ｍ・Ｐａよりも大きいと流動性改良効果が不十分であるため好ましくない。
【００９９】
　本発明で用いる（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含
む多価アルコール化合物の分子量または重量平均分子量（Ｍｗ）は、溶媒としてヘキサフ
ルオロイソプロパノールを用いたゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で
測定され、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）換算値で数値化された値が、流動性の
点で、５０～１００００の範囲であることが好ましく、１５０～８０００の範囲であるこ
とがより好ましく、２００～６０００の範囲であることがさらに好ましい。
【０１００】
　本発明で用いる（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含
む多価アルコール化合物の含水分は１％以下であることが好ましい。より好ましくは含水
分０．５％以下であり、さらに好ましくは０．１％以下である。（Ｂ）成分の含水分の下
限は特にない。含水分が１％よりも高いと機械物性の低下を引き起こすため好ましくない
。
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【０１０１】
　本発明における（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含
む多価アルコール化合物の配合量は、（Ａ）成分１００重量部に対し、０．０１～１０重
量部の範囲であることが必須であり、流動性と機械特性の観点から、０．０５～８重量部
の範囲で配合することが好ましく、０．１～５重量部の範囲で配合することがより好まし
く、０．２～４重量部の範囲で配合することがさらに好ましい。
【０１０２】
　本発明で使用する（Ｅ）繊維強化材とは、ガラス繊維、アラミド繊維、および炭素繊維
などが挙げられる。上記のガラス繊維としては、チョップドストランドタイプやロービン
グタイプのガラス繊維でありアミノシラン化合物やエポキシシラン化合物などのシランカ
ップリング剤および／またはウレタン、酢酸ビニル、ビスフェノールＡジグリシジルエー
テル、ノボラック系エポキシ化合物などの一種以上のエポキシ化合物などを含有した集束
剤で処理されたガラス繊維が好ましく用いられる。また、上記のシランカップリング剤お
よび／または集束剤はエマルジョン液で使用されていても良い。
【０１０３】
　また、（Ｅ）繊維強化材は本発明組成物の機械強度を向上させるのに大きな効果があり
、その配合量は、射出成形時の流動性と射出成形機や金型の耐久性の点から、本発明の（
Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対して、１～１５０重量部、好ましくは２
～１３０重量部、より好ましくは３～１１０重量部である。
【０１０４】
　また、本発明においては、さらに繊維強化材以外の無機充填剤を配合することができ、
本発明の成形品の結晶化特性、耐アーク性、異方性、機械強度、難燃性あるいは熱変形温
度などの一部を改良するものであり、とくに、異方性に効果があるためソリの少ない成形
品が得られる。かかる繊維強化材以外の無機充填剤としては、限定されるものではないが
針状、粒状、粉末状および層状の無機充填剤が挙げられ、具体例としては、ガラスビーズ
、ミルドファイバー、ガラスフレーク、チタン酸カリウィスカー、硫酸カルシウムウィス
カー、ワラステナイト、シリカ、カオリン、タルク、スメクタイト系粘土鉱物（モンモリ
ロナイト、ヘクトライト）、バーミキュライト、マイカ、フッ素テニオライト、燐酸ジル
コニウム、燐酸チタニウム、およびドロマイトなどが挙げられ、一種以上で用いられる。
とくに、ガスビーズ、ガラスフレーク、カオリン、タルクおよびマイカを用いた場合は、
異方性に効果があるためソリの少ない成形品が得られる。
【０１０５】
　また、上記の繊維強化材以外の無機充填剤には、カップリング剤処理、エポキシ化合物
、あるいはイオン化処理などの表面処理が行われていても良い。また、粒状、粉末状およ
び層状の無機充填剤の平均粒径は衝撃強度の点から０．１～２０μｍであることが好まし
く、特に０．２～１０μｍであることが好ましい。また、繊維強化材以外の無機充填剤の
配合量は、成形時の流動性と成形機や金型の耐久性の点から繊維強化剤の配合量と合わせ
て１～１５０重量部を越えない量が好ましい。
【０１０６】
　本発明で使用する（Ｆ）エポキシ化合物とは、グリシジルエステル化合物、グリシジル
エーテル化合物、およびグリシジルエステルエーテル化合物が挙げられ、これらは一種以
上で用いることができる。
【０１０７】
　また、前記のグリシジルエステル化合物としては、限定されるものではないが、具体例
として、安息香酸グリシジルエステル、ｔＢｕ－安息香酸グリシジルエステル、Ｐ－トル
イル酸グリシジルエステル、シクロヘキサンカルボン酸グリシジルエステル、ペラルゴン
酸グリシジルエステル、ステアリン酸グリシジルエステル、ラウリン酸グリシジルエステ
ル、パルミチン酸グリシジルエステル、ベヘン酸グリシジルエステル、バーサティク酸グ
リシジルエステル、オレイン酸グリシジルエステル、リノール酸グリシジルエステル、リ
ノレイン酸グリシジルエステル、ベヘノール酸グリシジルエステル、ステアロール酸グリ
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シジルエステル、テレフタル酸ジグリシジルエステル、イソフタル酸ジグリシジルエステ
ル、フタル酸ジグリシジルエステル、ナフタレンジカルボン酸ジグリシジルエステル、ビ
安息香酸ジグリシジルエステル、メチルテレフタル酸ジグリシジルエステル、ヘキサヒド
ロフタル酸ジグリシジルエステル、テトラヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、シクロ
ヘキサンジカルボン酸ジグリシジルエステル、アジピン酸ジグリシジルエステル、コハク
酸ジグリシジルエステル、セバシン酸ジグリシジルエステル、ドデカンジオン酸ジグリシ
ジルエステル、オクタデカンジカルボン酸ジグリシジルエステル、トリメリット酸トリグ
リシジルエステル、ピロメリット酸テトラグリシジルエステルなどが挙げられ、これらは
１種または２種以上を用いることができる。
【０１０８】
　また、前記のグリシジルエ－テル化合物としては、限定されるものではないが、具体例
として、フェニルグリシジルエ－テル、Ｐ－フェニルフェニルグリシジルエ－テル、１，
４－ビス（β,γ－エポキシプロポキシ）ブタン、１，６－ビス（β,γ－エポキシプロポ
キシ）ヘキサン、１，４－ビス（β,γ－エポキシプロポキシ）ベンゼン、１－（β,γ－
エポキシプロポキシ）－２－エトキシエタン、１－（β,γ－エポキシプロポキシ）－２
－ベンジルオキシエタン、２，２－ビス－［р－（β,γ－エポキシプロポキシ）フェニ
ル］プロパンおよびビス－（４－ヒドロキシフェニル）メタンなどのその他のビスフェノ
ールとエピクロルヒドリンの反応で得られるジグリシジルエーテルなどが挙げられ、これ
らは１種または２種以上を用いることができる。
【０１０９】
　好ましく用いられる（Ｆ）エポキシ化合物としては、単官能のグリシジルエステル化合
物とグリシジルエーテル化合物を併用したエポキシ化合物あるいは単官能のグリシジルエ
ステル化合物、さらに好ましくは、単官能のグリシジルエステル化合物が得られる組成物
の粘度安定性と耐加水分解性のバランスに優れている。また、（Ｆ）エポキシ化合物のエ
ポキシ当量は、５００未満のエポキシ化合物が好ましく、さらにはエポキシ当量４００未
満のエポキシ化合物が特に好ましい。ここで、エポキシ当量とは、１グラム当量のエポキ
シ基を含むエポキシ化合物のグラム数が５００未満のエポキシ化合物であり、エポキシ当
量は、エポキシ化合物をピリジンに溶解し、０．０５Ｎ塩酸を加え４５℃で加熱後、指示
薬にチモールブルーとクレゾールレツドの混合液を用い、０．０５Ｎ苛性ソーダで逆滴定
する方法により求めることができる。
【０１１０】
　また、（Ｆ）エポキシ化合物は本発明の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物の加水
分解性を向上させることに大きな効果があり、（Ｆ）エポキシ化合物の配合量は機械特性
と耐加水分解性の面から、（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対し、０．１
～１０重量部、好ましくは０．２～９重量部、より好ましくは０．３～８重量部である。
【０１１１】
　本発明においては、さらに耐加水分解性改良を目的に、オキサゾリン化合物、およびカ
ルボジイミド化合物などを配合でき、（Ｆ）エポキシ化合物を超えない範囲の配合量で、
（Ｆ）エポキシ化合物と併用して用いることが好ましい。
【０１１２】
　本発明で使用する（Ｇ）アルカリ土類金属化合物とは、マグネシウム、カルシウム、お
よびバリウムなどのアルカリ土類金属の化合物が好ましく挙げられる。　また、前記のア
ルカリ土類金属化合物としては、アルカリ土類金属の水酸化物、酸化物、炭酸塩、硫酸塩
、酢酸塩、リン酸塩等の無機酸塩、酢酸塩、乳酸塩、オレイン酸、パルミチン酸、ステア
リン酸およびモンタン酸などの有機酸塩が挙げられる。また、前記のアルカリ土類金属化
合物具体例としては、水酸化マグネシウム、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、酸化マ
グネシウム、酸化カルシウム、酸化バリウム、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸
バリウム、硫酸マグネシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、リン酸マグネシウム、リ
ン酸カルシウム、リン酸バリウム、酢酸マグネシウム、酢酸カルシウム、酢酸バリウム、
乳酸マグネシウム、乳酸カルシウム、乳酸バリウム、さらにはオレイン酸、パルミチン酸
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、ステアリン酸およびモンタン酸などの有機酸のマグネシウム塩、カルシウム塩、および
バリウム塩などが挙げられる。この中で、アルカリ土類金属の水酸化物、炭酸塩が好まし
く用いられ、特に、水酸化マグネシウムおよび炭酸カルシウムが好ましく用いられ、より
好ましくは炭酸カルシウムが用いられる。かかるアルカリ土類金属は１種または２種以上
で用いることができる。また、上記の炭酸カルシウムは製造方法により、コロライド炭酸
カルシウム、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、湿式粉砕微粉重質炭酸カルシウ
ム、湿式重質炭酸カルシウム（白亜）などが知られており、いずれも本発明に包含される
。これらのアルカリ土類金属化合物は、シランカップリング剤、有機物および無機物など
の一種以上の表面処理剤で処理されていても良く、形状は粉末状、板状あるいは繊維状で
あっても構わないが、１０μｍ以下の粉末状で用いることが分散性などから好ましい。さ
らに粒径が細かいと加水分解性の向上効果が大きく好ましい。
【０１１３】
　また、（Ｇ）アルカリ土類金属化合物を配合する効果としては、非ハロゲン難燃剤とし
て有効な（Ｃ）難燃剤の中のリン系難燃剤を用いた場合、分解した燐酸により（Ａ）成分
が加水分解され易いため、耐加水分解性に劣るという欠点を有しているが、（Ｇ）アルカ
リ土類金属化合物を添加することにより、前記の加水分解された燐酸エステル結合から生
じる酸をトラップすることによって加水分解性を向上しているものと推定される。一般に
、ポリエステルの加水分解は酸やアルカリが触媒となって加速されることが知られている
。アルカリ金属化合物は、アルカリ性を有する場合が多く通常はポリエステルの加水分解
を促進するため、その添加は好ましくない。従って、本発明のアルカリ土類金属化合物は
、中性状態では水に難溶性であり、燐酸エステルが分解して系が酸性になった場合に酸性
環境下で溶解し中和作用を示すものが好ましく用いられる。中性状態の溶解度は、例えば
化学便覧、丸善株式会社発行（昭和４１年）等の便覧に記載されており、水への溶解度が
１ｇ／１００ｇ水以下が好ましく、さらに好ましくは１０－１ｇ／１００ｇ水以下、特に
好ましくは１０－２ｇ／１００ｇ水以下である。ちなみに最も好ましく用いられる炭酸カ
ルシウムの水に対する溶解度は５．２×１０－３ｇ／１００ｇ水以下である。
【０１１４】
　さらには、（Ｆ）エポキシ化合物と（Ｇ）アルカリ土類金属化合物を併用して用いるこ
とで極めて高い耐加水分解性向上と金属汚染性の改良効果が得られる。
【０１１５】
　また、（Ｇ）アルカリ土類金属化合物の配合量は、機械特性と耐加水分解性の点から、
（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対し、０．１～１０重量部、好ましくは
０．２～９重量部、より好ましくは０．３～８重量部である。
【０１１６】
　本発明で使用する（Ｈ）フッ素系化合物とは、物質分子中にフッ素を含有する化合物で
あり、具体的には、ポリテトラフルオロエチレン、ポリヘキサフルオロプロピレン、（テ
トラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピレン）共重合体、（テトラフルオロエチレ
ン／パーフルオロアルキルビニルエーテル）共重合体、（テトラフルオロエチレン／エチ
レン）共重合体、（ヘキサフルオロプロピレン／プロピレン）共重合体、ポリビニリデン
フルオライド、（ビニリデンフルオライド／エチレン）共重合体などが挙げられるが、中
でもポリテトラフルオロエチレン、（テトラフルオロエチレン／パーフルオロアルキルビ
ニルエーテル）共重合体、（テトラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピレン）共重
合体、（テトラフルオロエチレン／エチレン）共重合体、ポリビニリデンフルオライドが
好ましく、特にポリテトラフルオロエチレン、（テトラフルオロエチレン／エチレン）共
重合体が好ましい。
【０１１７】
　また、（Ｈ）フッ素系化合物を配合する効果として、燃焼時の難燃性樹脂組成物が溶融
落下することを抑制し、さらに難燃性を向上させることができる。また、（Ｈ）フッ素系
化合物を配合する場合の配合量は、難燃性と機械特性の点から、（Ａ）熱可塑性ポリエス
テル樹脂１００重量部に対し、０．０５～１０重量部、好ましくは０．１～９重量部、よ
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り好ましくは０．２～８重量部である。
【０１１８】
　本発明においては、さらに本発明の組成物が長期間高温にさらされても極めて良好な耐
熱エージング性を与える安定剤としてヒンダードフェノール系酸化防止剤および／または
ホスファイト系酸化防止剤を配合でき、ヒンダードフェノール系酸化防止剤および／また
はホスファイト系酸化防止剤を配合する場合の配合量は、耐熱エージング性と難燃性の点
から、（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂１００重量部に対し、０．０１～５重量部、好ま
しくは０．０２～４重量部、より好ましくは０．０３～３重量部である。
【０１１９】
　また、前記のヒンダードフェノール系酸化防止剤の具体例としては、トリエチレングリ
コール－ビス［３－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオ
ネート］、１，６－ヘキサンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシフェニル）プロピオネート］、ペンタエリスリチル－テトラキス［３－（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、２，２－チオ－ジエチレ
ンビス［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、
オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネー
ト、３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジルホスホネート　ジエチルエステル
、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシベンジル）ベンゼン、ビスもしくはトリス（３－ｔ－ブチル－６－メチル－４－ヒド
ロキシフェニル）プロパン、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシ－ヒドロシンナマミド）、Ｎ，Ｎ’－トリメチレンビス（３，５－ジ－ｔ
－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒドロシンナマミド）などが挙げられる。
【０１２０】
　また、前記のホスファイト系安定剤との例としては、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチル
フェニル）ホスファイト、２，２－メチレンビス（４，６－ジ－ｔ－ブチルフェニル）オ
クチルオスファイト、トリスノニルフェニルホスファイト、アルキルアリル系ホスファイ
ト、トリアルキルホスファイト、トリアリルホスファイト、ペンタエリスリトール系ホス
ファイト化合物などが挙げられる。
【０１２１】
　本発明においては、さらに滑剤を一種以上添加することにより成形時の離型性を改良す
ることが可能である。かかる滑剤としては、ステアリン酸カルウシム、ステアリン酸バリ
ウムなどの金属石鹸、脂肪酸エステル、脂肪酸エステルの塩（一部を塩にした物も含む）
、エチレンビスステアロアマイドなどの脂肪酸アミド、エチレンジアミンとステアリン酸
およびセバシン酸からなる重縮合物あるいはフェニレンジアミンとステアリン酸およびセ
バシン酸の重縮合物からなる脂肪酸アミド、ポリアルキレンワックス、酸無水物変性ポリ
アルキレンワックスおよび上記の滑剤とフッ素系樹脂やフッ素系化合物の混合物が挙げら
れるがこれに限定されるものではない。滑剤を配合する場合の添加量は、（Ａ）熱可塑性
ポリエステル樹脂１００重量部に対し、０．０１～５重量部、好ましくは０．０２～４重
量部、より好ましくは０．０３～３重量部である。
【０１２２】
  本発明においては、さらに、カーボンブラック、酸化チタン、および種々の色の顔料や
染料を１種以上配合することにより種々の色に樹脂を調色、耐候（光）性、および導電性
を改良することも可能であり、顔料や染料の配合量は、（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂
１００重量部に対し、０．０１～５重量部、好ましくは０．０２～４重量部、より好まし
くは０．０３～３重量部である。
【０１２３】
　また、前記のカーボンブラックとしては、限定されるものではないが、チャンネルブラ
ック、ファーネスブラック、アセチレンブラック、アントラセンブラック、油煙、松煙、
および、黒鉛などが挙げられ、平均粒径５００ｎｍ以下、ジブチルフタレート吸油量５０
～４００ｃｍ３／１００ｇのカーボンブラックが好ましく用いられ、処理剤として酸化ア



(26) JP 5315683 B2 2013.10.16

10

20

30

40

50

ルミニウム、酸化珪素、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、ポリオール、シランカップリング
剤などで処理されていても良い。
【０１２４】
　また、上記の酸化チタンとしては、ルチル形、あるいはアナターゼ形などの結晶形を持
ち、平均粒子径５μｍ以下の酸化チタンが好ましく用いられ、処理剤として酸化アルミニ
ウム、酸化珪素、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、ポリオール、シランカップリング剤など
で処理されていても良い。また、上記のカーボンブラック、酸化チタン、および種々の色
の顔料や染料は、本発明の難燃性樹脂組成物との分散性向上や製造時のハンドリング性の
向上のため、種々の熱可塑性樹脂と溶融ブレンドあるいは単にブレンドした混合材料とし
て用いても良い。とくに、前記の熱可塑性樹脂としては、（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹
脂が好ましく用いられる。
【０１２５】
　さらに、本発明の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物および成形品に対して本発明
の目的を損なわない範囲で、イオウ系酸化防止剤、紫外線吸収剤、可塑剤、および帯電防
止剤などの公知の添加剤や前記以外の熱可塑性樹脂を１種以上配合された材料も用いるこ
とができる。
【０１２６】
　本発明の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物からなる機械機構部品、電気電子部品
または自動車部品の成形品とは、本発明の難燃性、機械特性、および射出成形性に優れる
特徴を活かした成形品であり、機械機構部品、電気・電子部品、自動車部品の具体的な成
形品としては、ブレーカー、電磁開閉器、フォーカスケース、フライバックトランス、複
写機やプリンターの定着機用成形品、一般家庭電化製品、ＯＡ機器などのハウジング、バ
リコンケース部品、各種端子板、変成器、プリント配線板、ハウジング、端子ブロック、
コイルボビン、コネクター、リレー、ディスクドライブシャーシー、トランス、スイッチ
部品、コンセント部品、モーター部品、ソケット、プラグ、コンデンサー、各種ケース類
、抵抗器、金属端子や導線が組み込まれる電気・電子部品、コンピューター関連部品、音
響部品などの音声部品、照明部品、電信・電話機器関連部品、エアコン部品、ＶＴＲやテ
レビなどの家電部品、複写機用部品、ファクシミリ用部品、光学機器用部品、自動車点火
装置部品、自動車用コネクター、および各種自動車用電装部品などの成形品が挙げられる
。
【０１２７】
　本発明の特定の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物からなる成形品は、通常公知の
方法で製造される。例えば、（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂と、（Ｂ）（Ａ）成分以外
の熱可塑性樹脂である芳香族ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂および
ビニル系樹脂から選ばれる一種以上の樹脂、（Ｃ）難燃剤および（Ｄ）３つ以上の官能基
を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコール化合物、さらには、必要
に応じて（Ｅ）繊維強化材、（Ｆ）エポキシ化合物、（Ｇ）アルカリ土類金属化合物、お
よび（Ｈ）フッ素系化合物、さらに必要に応じて繊維強化材以外の無機充填剤、エチレン
（共）重合体、耐加水分解性改良材、ヒンダードフェノール系酸化防止剤および／または
ホスファイト系酸化防止剤、滑剤およびさらに必要に応じてその他の必要な添加剤や顔料
や染料などの着色剤を予備混合して、またはせずに押出機などに供給して十分溶融混練す
ることにより本発明の難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物が調製される。
【０１２８】
　上記の予備混合の例として、ドライブレンドするだけでも可能であるが、タンブラー、
リボンミキサーおよびヘンシェルミキサー等の機械的な混合装置を用いて混合することが
挙げられる。また、（Ｅ）繊維強化材は、二軸押出機などの多軸押出機の元込め部とベン
ト部の途中にサイドフィダーを設置して添加する方法であっても良い。また、液体の添加
剤の場合は、二軸押出機などの多軸押出機の元込め部とベント部の途中に液添ノズルを設
置してプランジャーポンプを用いて添加する方法や元込め部などから定量ポンプで供給す
る方法などであっても良い。
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　また、難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物を製造するに際し、限定されるものでは
ないが、例えば“ユニメルト”あるいは“ダルメージ”タイプのスクリューを備えた単軸
押出機、二軸押出機、三軸押出機、コニカル押出機およびニーダータイプの混練機などを
用いることができる。
【０１３０】
　かくして得られる難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物は、通常公知の方法で射出成
形することによって本発明の成形品が得られる。前記の射出成形方法としては、通常の射
出成形方法以外にガスアシスト法、２色成形法、サンドイッチ成形、インモールド成形、
インサート成形およびインジェクションプレス成形などが知られているが、いずれの成形
方法も適用できる。
【０１３１】
　また、射出成形機の構造を簡単に述べると、プラスチックスを加熱溶融混練後、溶融プ
ラスチックスを高圧で射出する部分と射出された溶融プラスチックスを所定の形状（成形
品）に冷却固化させる金型から構成されており、本発明の特定の難燃性熱可塑性ポリエス
テル樹脂組成物を射出成形する際の金型温度は、３０℃～９０℃の範囲の一定温度で温調
されていることが不良品の少ない成形品を得られることから好ましい。
【実施例】
【０１３２】
　以下、実施例により本発明の効果を更に詳細に説明する。なお、本発明はこれらの実施
例に限定されるものではない。ここで％および部とはすべて重量％および重量部をあらわ
し、下記の参考例の樹脂名中の「／」は、共重合を意味する。また、各特性の測定方法は
以下の通りである。
【０１３３】
　［参考例］
（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂
＜Ａ－１＞ポリエチレンテレフタレート樹脂、三井ぺット樹脂（株）社製三井ＰＥＴ“Ｊ
００５”固有粘度が０．６３のＰＥＴを用いた（以下、ＰＥＴと略す）。
＜Ａ－２＞ポリブチレンテレフタレート樹脂、東レ（株）社製“トレコン”１４０１－Ｘ
３１固有粘度が０．８０のＰＢＴを用いた（以下、ＰＢＴと略す）。
【０１３４】
　（Ｂ）熱可塑性ポリエステル樹脂以外の熱可塑性樹脂
＜Ｂ－１＞芳香族ポリカーボネート樹脂、出光石油化学（株）社製“Ａ－１９００”を用
いた（以下、ＰＣと略す）。
＜Ｂ－２＞ポリフェニレンエーテル樹脂、三菱エンジニアリングプラスチックス（株）社
製“ＹＰＸ－１００Ｌ”を用いた（以下、ＰＰＥと略す）。
＜Ｂ－３＞エポキシ化ビニル系樹脂、スチレン／アクリロニトリル／グリシジルメタクリ
レート＝７０／２９．５／０．５重量％のエポキシ変性ＡＳ樹脂（以下、エポキシ化ＡＳ
と略す）。
＜Ｂ－４＞ビニル系樹脂、アクリロニトリル／ブタジエン／スチレン（ＡＢＳ樹脂）、東
レ（株）社製“トヨラック”Ｔ－５００を用いた（以下、ＡＢＳと略す）。
【０１３５】
　（Ｃ）難燃剤
＜Ｃ－１＞下記の（７）式の芳香族縮合燐酸エステル、大八化学工業（株）社製“ＰＸ－
２００”を用いた。
【０１３６】
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【化４】

【０１３７】
＜Ｃ－２＞下記の（８）式の芳香族燐酸エステル、（株）アデカ社製“ＦＰ－６００”を
用いた。
【０１３８】
【化５】

【０１３９】
＜Ｃ－３＞トリアジン系化合物、トリアジン系化合物とシアヌール酸またはイソシアヌー
ル酸との塩、日産化学（株）社製“ＭＣ－４４０”を用いた（以下、ＭＣ塩と略す）。
＜Ｃ－４＞ポリリン酸メラミン、ＤＳＭ社製“メルプア”２００を用いた。
＜Ｃ－５＞ホスファゼン化合物、ヘキサクロロシクロトリホスファゼン（環状３量体）と
フェノールをトリエチルアミンの存在下、ＴＨＦ中で反応させた。得られた反応液を蒸発
・乾固させ、水で洗浄して塩を除去した。収率９５％。このようにして得られたホスファ
ゼン化合物の環状ポリマーをアセトンにより再結晶精製し使用した。なお、数平均重合度
ｎに変化はなくｎ＝３であった。
＜Ｃ－６＞テトラブロムビスフェノール－Ａ－ポリカーボネートオリゴマー、帝人化成（
株）社製“ＦＧ－７５００”を用いた。
＜Ｃ－７＞三酸化アンチモン、日産化学（株）社製“ＮＡ－１０３０”を用いた。
【０１４０】
　（Ｄ）３つ以上の官能基を有するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコー
ル化合物（以下、本発明の多価アルコールと略す）
＜Ｄ－１＞ポリオキシエチレンジグリセリン（分子量４１０、１官能基当たりのアルキレ
ンオキシド（エチレンオキシド）単位数１．５、阪本薬品（株）社製ＳＣ－Ｅ４５０）
＜Ｄ－２＞オキシエチレントリメチロールプロパン（分子量２６６、１官能基当たりのア
ルキレンオキシド（エチレンオキシド）単位数１、日本乳化剤（株）社製ＴＭＰ－３０Ｕ
）
＜Ｄ－３＞ポリオキシエチレンペンタエリスリトール（分子量４００、１官能基当たりの
アルキレンオキシド（エチレンオキシド）単位数１．５、日本乳化剤（株）社製ＰＮＴ－
６０Ｕ）
＜Ｄ－４＞ポリオキシプロピレンジグリセリン（分子量７５０、１官能基当たりのアルキ
レンオキシド（プロピレンオキシド）単位数２．３、阪本薬品（株）社製ＳＣ－Ｐ７５０
）
＜Ｄ－５＞ポリオキシプロピレントリメチロールプロパン（分子量３０８、１官能基当た
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りのアルキレンオキシド（プロピレンオキシド）単位数１、日本乳化剤（株）社製ＴＭＰ
－Ｆ３２）
＜Ｄ－６＞ポリオキシプロピレンペンタエリスリトール（分子量４５２、１官能基当たり
のアルキレンオキシド（プロピレンオキシド）単位数１、日本乳化剤（株）社製ＰＮＴ－
Ｆ４０）。
【０１４１】
　（Ｄ’）本発明に含まれない多価アルコール化合物（以下、本発明以外の多価アルコー
ルと略す）
＜Ｄ’－１＞グリセリン（分子量９２、１官能基当たりのアルキレンオキシド単位数０、
東京化成）
＜Ｄ’－２＞トリメチロールプロパン（分子量１３４、１官能基当たりのアルキレンオキ
シド単位数０、ＡＲＤＲＩＣＨ）
＜Ｄ’－３＞ペンタエリスリトール（分子量１３６、１官能基当たりのアルキレンオキシ
ド単位数０、東京化成）。
【０１４２】
　（Ｅ）繊維強化材
＜Ｅ－１＞繊維径約１０μｍのチョップドストランド状のガラス繊維、日東紡績（株）社
製“ＣＳ３Ｊ９４８”を用いた（以下、ＧＦと略す）。
【０１４３】
　（Ｆ）エポキシ化合物
＜Ｆ－１＞バーサティク酸グリシジルエステル、ジャパンエポキシレジン社製“カージュ
ラーＥ１０”を用いた。
＜Ｆ－２＞バーサティク酸グリシジルエステル、ジャパンエポキシレジン社製“カージュ
ラーＥ１０”３０重量％とビスフェノールＡジグリシジルエーテル、ジャパンエポキシレ
ジン社製“エピコート８２８”７０重量％の混合物。
【０１４４】
　（Ｇ）アルカリ土類金属化合物
＜Ｇ－１＞水酸化マグネシウム、協和化学工業（株）社製“キスマ６Ｅ”を用いた。　　
＜Ｇ－２＞炭酸カルシウム、同和カルファイン（株）社製“ＫＳＳ１０００”を用いた。
【０１４５】
　（Ｈ）フッ素系化合物
＜Ｈ－１＞ポリテトラフルオロエチレン、三井・デュポンフロロケミカル（株）社製“テ
フロン（登録商標）”６－Ｊを用いた。
【０１４６】
　（Ｉ）その他必要に応じて配合する添加剤
＜Ｉ－１＞繊維強化材以外の無機充填剤、タルク、富士タルク社製“ＬＭＳ－１００”を
用いた。
＜Ｉ－２＞エチレン（共）重合体、エチレン（約８８ｗｔ％）／グリシジルメタクリレー
ト（約１２ｗｔ％）共重合体、住友化学（株）社製“ＢＦ－Ｅ”を用いた。
【０１４７】
　［各特性の測定方法］
　本実施例、比較例においては以下に記載する測定方法によって、その特性を評価した。
【０１４８】
　（１）射出成形時の流動性
　東芝機械製ＩＳ５５ＥＰＮ射出成形機を用いて、成形温度２７０℃、金型温度８０℃の
温度条件、射出時間と保圧時間は合わせて１０秒、冷却時間１０秒の成形サイクル条件で
試験片厚み１／３２インチ（約０．７９ｍｍ）の難燃性評価用試験片の射出成形を行い、
前記の試験片が充填される成形ゲージ圧力（以下、成形下限圧力と略す。）を求めた。な
お、成形下限圧力の値が低い程、流動性に優れる。
【０１４９】
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　（２）機械特性
　東芝機械製ＩＳ５５ＥＰＮ射出成形機を用いて、成形温度２７０℃、金型温度８０℃の
条件で３ｍｍ厚みのＡＳＴＭ１号ダンベルの射出成形を行い、ＡＳＴＭＤ６３８に従い、
引張強度を測定した。
【０１５０】
　（３）難燃性
　前記（１）で得られた試験片厚み１／３２インチ（約０．７９ｍｍ）の難燃性評価用試
験片を用い、ＵＬ９４垂直試験に定められている評価基準に従い、難燃性を評価した。難
燃性はＶ－０＞Ｖ－１＞Ｖ－２の順に低下しランク付けされる。また、燃焼性に劣り上記
のＶ－２に達せず、上記の難燃性ランクに該当しなかった材料は規格外とした。
【０１５１】
　（４）ブリードアウト
　前記（２）で得られたＡＳＴＭ１号ダンベルを１２１℃×１００％ＲＨの温度と湿度に
設定されたプレッシャークッカー試験器に１００ｈ投入し湿熱処理を行い、成形品外観の
目視観察により次のブリードアウトの判定を行った。
×：成形品の随所に液状もしくは白粉状のブリードアウトが観察される。
△：成形品の一部に液状もしくは白粉状のブリードアウトが観察される。
○：成形品に液状もしくは白粉状のブリードアウトが観察されない。
【０１５２】
　（５）加水分解性
　前記（４）の湿熱処理されたＡＳＴＭ１号ダンベルを用い、ＡＳＴＭＤ６３８に従い、
引張強度を測定し、処理前の引張強度に対する保持率（％）を求めた。
【０１５３】
　（６）異方性
　東芝機械製ＩＳ５５ＥＰＮ射出成形機を用いて、成形温度２７０℃、金型温度８０℃の
条件で縦８０ｍｍ、横８０ｍｍ、厚み３ｍｍの角板の射出成形を行い、溶融樹脂の流動方
向と流動に垂直方向の成形収縮率を測定した。流動に垂直方向成形収縮率から流動方向の
成形収縮率を引いた値、つまり異なる方向の成形収縮率の差を異方性とした。前記の溶融
樹脂の流動方向と流動に垂直方向の成形収縮率の測定方法は、得られた角板の縦（流動方
向）と横（流動に垂直方向）の寸法を日本光学（株）製ニコンプロフィルプロジェクター
Ｖ－１２万能投影器で測定し、角板の縦と横の金型寸法より次式で成形収縮率を求め、次
いで異方性を求めた。成形収縮率（％）＝（金型寸法－成形品の寸法）÷金型寸法×１０
０
異方性＝横（流動に垂直方向）の成形収縮率－縦（流動方向）の成形収縮率。
【０１５４】
　［参考例１～１９］、［実施例２０～４１］、［比較例１～１４］
　スクリュ径３０ｍｍ、Ｌ／Ｄ３５の同方向回転ベント付き２軸押出機（日本製鋼所製、
ＴＥＸ－３０α）を用いて、（Ａ）熱可塑性ポリエステル樹脂、（Ｂ）（Ａ）成分以外の
熱可塑性樹脂として、芳香族ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂および
ビニル系樹脂から選ばれる一種以上の樹脂、（Ｃ）難燃剤、（Ｄ）３つ以上の官能基を有
するアルキレンオキシド単位を一つ以上含む多価アルコール化合物、さらには、必要に応
じて（Ｅ）繊維強化材、（Ｆ）エポキシ化合物、（Ｇ）アルカリ土類金属化合物、および
（Ｈ）フッ素系化合物、さらに必要に応じて（Ｉ）繊維強化材以外の無機充填剤などを表
１～表４に示した配合組成で混合し、元込め部から添加した。なお、（Ｅ）繊維強化材＜
Ｅ－１＞ＧＦは、元込め部とベント部の途中にサイドフィーダーを設置して添加した。
【０１５５】
　さらに、混練温度２７０℃、スクリュ回転１５０ｒｐｍの押出条件で溶融混合を行い、
ストランド状に吐出し、冷却バスを通し、ストランドカッターによりペレット化した。得
られたペレットを１３０℃の熱風乾燥機で３時間乾燥後、東芝機械製ＩＳ５５ＥＰＮ射出
成形機を用い、各種成形品を得た。さらに、前記の測定方法で種々の値を測定し、同じく
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【０１５６】
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【表１】

【０１５７】
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【０１５８】
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【表３】

【０１５９】
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【表４】

【０１６０】
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　表１の参考例１～参考例１４から、これらの難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物は
、射出成形時の流動性、機械特性および難燃性に優れ、高温高湿雰囲気下においてもブリ
ードアウトが発生し難くい樹脂組成物と言える。
【０１６１】
　表２の参考例１５～参考例１９から、これらの難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物
は、射出成形時の流動性、機械特性および難燃性に優れ、高温高湿雰囲気下においてもブ
リードアウトが発生し難くい樹脂組成物と言える。
【０１６２】
　また、表２の実施例２０～実施例２４から、（Ｅ）繊維強化材としてＧＦを配合した難
燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物においても、射出成形時の流動性、機械特性および
難燃性に優れ、高温高湿雰囲気下においてもブリードアウトが発生し難く、特異的にソリ
や歪みの原因となる異方性に優れる樹脂組成物と言える。
【０１６３】
　表３の比較例１～比較例１４から、本発明以外の多価アルコール化合物を配合した場合
、本発明成分のいずれかを配合しない場合、あるいは特定範囲外の配合量においては、射
出成形時の流動性、機械特性および難燃性あるいは高温高湿雰囲気下においてのブリード
アウト発生のいずれかまたは複数に課題のある樹脂組成物であることが明らかである。
【０１６４】
　また、（Ｅ）繊維強化材のＧＦを配合した比較例１０～比較例１４の樹脂組成物は流動
性に劣り、さらに、ソリや歪みの原因となる異方性に劣る樹脂組成物と言える。
【０１６５】
　表４の実施例２５～実施例３５から、（Ｆ）エポキシ化合物あるいは（Ｇ）アルカリ土
類金属化合物のいずれかを配合した樹脂組成物は、流動性、機械特性および難燃性あるい
は高温高湿雰囲気下においてのブリードアウトが発生しない優れた性能を維持しながら、
さらに加水分解性が改善され、（Ｆ）エポキシ化合物と（Ｇ）アルカリ土類金属化合物を
併用配合した樹脂組成物は特異的に加水分解性に優れていると言える。
【０１６６】
　また、（Ｅ）繊維強化材としてＧＦを配合した難燃性熱可塑性ポリエステル樹脂組成物
においても、前記と同様な効果が得られ、さらに、特異的に異方性に優れている樹脂組成
物と言える。
また、表４実施例３６は、ＰＥＴ成分だけの実施例３１に対し、（Ａ）成分にＰＥＴとＰ
ＢＴを用いた材料であるが、射出成形時の流動性、機械特性および難燃性に優れ、高温高
湿雰囲気下においてもブリードアウトが発生し難く、特異的にソリや歪みの原因となる異
方性に優れる樹脂組成物と言える。また、表４実施例３７～４１は、（Ａ）成分にＰＥＴ
とＰＢＴを用い、（Ｂ）成分にＰＣ、エポキシ化ＡＳ、ＰＰＥとエポキシ化ＡＳの併用、
ＡＢＳを用いた材料であるが、前記と同様に本発明の性能を持ち合わせた樹脂組成物と言
える。　　とくに、（Ｂ）成分にエポキシ化ＡＳを用いた実施例３８と３９の材料は、特
異的に本発明の性能に優れると言える。また、（Ｂ）成分にＰＰＥとエポキシ化ＡＳを併
用した実施例４０の材料は、（Ｂ）成分にＰＰＥだけの実施例３６に対し、特異的に機械
特性が向上していると言える。前記の機械特性が向上した理由として、（Ａ）成分とＰＰ
Ｅの分散性向上にエポキシ化ＡＳが寄与したものと推察される。
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